
尋

∴η イ
1

欧州共 同体委員会

|4

〆

國
ブ ラ ッ セ ル,1975年2月7日

1191/111/74E-rev3

デー タ処 理 に関す る優先 プ ロジ

ェ ク トの ための第1次 提 案

(EC委 員会の閣僚理事会 に対する提案)

i

]
昭和50年2月

c
(財)日 本情報処理開発センター

調 査 課



この報告書 は,日 本 自転車振興会か ら競輪収益 の一部 であ

る機械工 業振興資金 の補助 を受 けて昭和49年 度 に実施 した

「海外におけ る情報処理 および情報処理産業の実態調査
」の

一環 として とりまとめた ものであ ります
。

亀

'

^

ご
●

亀

R



、

'

駈

の

δ

第1章 提案の一般概 要

序 説

目 次

1

2

3

4

5

章2第

工

2

3

4
.

XennA

ア プ リケー シ ョン分 野 に お け る第1次 提 案

継続提案の準備

財 務 関 係

共 同体 におけ るデー タ処理 セク ターの開発 に関す る報 告

財 務 とプ ロジ ェ ク ト管 理

1

1

2

6

9

… … …10

支 出(予 測)内 訳

金融 に関 す る注釈

プロ ジェ ク ト ・マ ネ ジメ ン トとそ の 組織

契約期間 を示す要 約表

A

デ ー タ ・プ ロ セ ッ シ ン グ に 関 す る プ ロ ジ ェ ク ト案 の

採用についての委員会決定 のため の提案

11

11

12

13

16

器 官 と血 液調 和(マ ッチ ング)に 関 す る デ ー タ ・パ

ン ク 開 発 プ ロ ジ ェ ク ト

17

輸 出入に関す る情報 処理 システ ムお よび農産物市場

組織 とその財務統制 に関する情報 処理 システムにつ

いての研 究

19

共 同体 におけ る法的文書検 索 システ ム設計要請 に関

する研 究

27

1980年 代 にお け る航 空管 制 の た め の オ ン ラ イ ン ・

デ ー タ処 理 シ ス テ ムの 研 究

31

35



コ ン ピュー タに よ る 自動 設計 技 術 にお け る 開発 研 究(CAD)… … …40

AnnexB

デ ー タ処 理 プ ロ ジェ ク トに関 す る諮 問 委 員 会設 立 に対

す る会 議 の 決定 概 略

AnnexC

必 要 資 金 の 見 積 り

74

94

ノ



第1章 提 案 の 一 般 概 要

1 序 説

デ ー タ処理 に関 す る共 同体 政 策 に つ い ての1974年7月15日 の理事 会 決

議 に お い て,経 済 の この 活 力 に み ちた セ クタ ー に おけ る産 業 政策 の基 盤 が設 定

され た 。

上 記 決 議 にお い て,理 事 会 は デ ー タ処 理 の活 発 化 と促 進 に関す る政 策 につ い

ての 共 同体 の方 針 の 明 確 化 を意 図 して い るこ とを表 明 し,1974年 にお け る

下 記 の ご とき 優先 提 案 を提 出 した委 員会 の意 図 を歓 迎 してい る。

、a)デ ー タ処 理 ア プ リケー シ ョン分野 で の欧 州 全 体 の利 益 にか か わ る限定 さ れ

た数 の プ ロ ジェ ク ト

b)標 準 とア プ リケ ー シ ョン と公 的 購 買政 策 に関 す る協 力

c)国 家 協 力 を含 む 共 通利 益 分 野 で の産 業 開 発 プ ロ ジェ ク トの 推 進

この コ ミ ュニ ケー シ ョ ンに お い て,委 員 会 は5プ ロ ジェ ク トか らな る第1

次提 案 の概 要 を述 べ,上 記3項 目の下 で の 発 展 的提 案 の策定 を継 続 す る こ と

を 提 議 す る 方向 を 明 らか に してい る。

1
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2ア プ リケ ー シ ョン 分 野 に お け る 第1次 提 案

2.1委 員 会 は,第1次 提 案 の主 題 と して,共 同体 レベ ル での 広範 な る共 通 利

益 にっ なが る と思 わ れ る理 由 を もっ て ア プ リケー シ ョン分 野 を選 定 した。 新

しい ア プ リケー シ ョンの 推 進 は 、 公共 サ ー ビス とい う高 遠iなる理 念 か ら も決

議に もられてい る二つ の主要 目的を結合 させ ている 。 す な わ ち,共 同 開 発 に よる

公共 資 源 の経 済 的 利 用 に よる利 用 者 要 求 の満 足 化 と強 力 な欧 州 ベ ー ス産 業 の

創 造 とで あ る。

♪

2.2プ ロ ジ ェ ク トの 選定基 準 は下 記 の 通 りで あ っ た。

これ らの プ ロジ ェ ク トは加 盟数 ケ国 の利 用者 に共 通 した 国際的 要 求 を満

足 させ る もの で なけ れ ば な らな い 。

これ らの プ ロジ ェ ク トは ヨー ロ ッパ産 業 の競 争 力 を強 化 し,そ の市 場 を

拡 大 す る こと を志 向す べ きで あ る。

2.3こ の選 定 に 影 響 を与 え た も うひ とつ の要 求 は ,欧 州 レベ ルで,なk・ か つ

利 用 者 のそ れぞ れ の要 求 をみ た す組 織 の確 立 に対 す る利 用 者 自身 の 必要 性 で

あ った 。

2.4.委 員 会 は,優 先 分野 を確 認 す るた め に高 級 デ ー タ処 理 官 吏 か らな る 「特

別 」作業 集 団 との 密 接 な協 力の も とに作業 をす す め て きた 。 この コ ミュ ニ ケ

ー シ ョン に含 ま れ て い る提 案 は
,プ ロ ジェ ク トの 決定,加 盟 国 に お け る協 議

と交 渉 を含 む数 段階 の作 業 を経 て公 式化 され た 。

2.5委 員 会 は また,科 学 ・技 術研 究 委員 会(CREST)と プ ロ ジ ェク トに

関 す る技 術的 研 究 開発 面で の 意見 を聴 す るた め に協 議 した 。 しか しなが ら,

プ ロジ ェ ク トの 選定 は主 と して決 議 にお い て設定 さ れ て い る よ うな このセ ク
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ター で の政 策 に関 す る広 範 な ガ イ ドラ イ ンに立 脚 した よ り直接 的 な考慮 に よ

っ て導 きだ され た。

プ ロ ジ ェ ク ト の 諸 段 階

2.6プ ロジェ ク トの定 義 と実 施 と を 目的 とす る場 合,次 の ご とき4つ の明確

な段 階 の完 成 が は た され な け れ ば な らない。

1.選 定 段階,す なわ ち,セ ク シ ョン3.10に 述 べ られ て い る よ うな探 究的

研 究が 必 要 に な ろ う。

2.基 礎 研 究(可 能 性,必 要 条 件 の定 量 化,戦 略 の選 定,シ ス テ ムの 明細)

3.開 発(シ ステ ムの全 体 的 あ るいは 部 分的 実 施)

4.利 用(シ ス テ ムは実 際 的 サ ー ビス に供 さ れ る)

プ ロジ ェ ク ト第1号 は第3段 階,プ ロ ジェ ク ト第2,第3,第4k・ よび第

5号 は第2段 階 に 属 し,そ れ ぞ れ の結果 が 出 次 第,第3段 階 への移行 新 提案

が な され るべ きで あ る。 現 段階 で は第4段 階 に 属 す る プ ロジ1ク トは存在 せ

ず,共 同体 の デ ー タ処 理 政 策 の 役 割 は,触 媒 的 活 動 で あ っ て,利 用 者支 援 を

はた す もので は な い。

o

2.75つ の提 案 プ ロ ジ ェ ク ト

第1プ ロジ ェ ク トは,器 官 と血 液 の マ ッチ ン グの た め の デ ー タ ・バ ンクの

設定 に 関 す る もの で あ る。 そ の概 念 は,共 同体 の病 院 集 団 に よって形 成 され

て きた もの で あ り,現 在 で は す で に積極 的 協 力 段階 に あ る。 そ の 目的 は,利

用可 能 な器 官(腎 臓,そ して次 に は,血 液 要 素,皮 ふ,角 膜,骨 髄 そ の他)

の移 植 が そ の生 命 に か か わ る患者 に適合 す るか 否 か の決 定 を助 長 す るた め の

デ ー タ処理 技 法 の 利 用 に あ る。 毎 年,ヨ ー ロ ッパ の約1万 ない し1万2千 人

の 人間 が 血 液透 析,あ るい は移 殖 の技 術 の理 由 に よ ってで は な く,腎 臓 に つ

い ての取 りかえ しの つ か な い誤 認 に よっ て死 亡 して い る。 これ ら2つ の技 術

の 中,移 殖 は器 官 と患 者 間 の適 合 性 を保証 す る努 力が きわ め て 広範 囲 にわ た
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っ て は た さ れ れ ば,低 い 費 用 で生 命 を助 け る よ り よい機 会 を創 造す る技 術

で ある。 この プ ロ ジェ ク トの実 施 は,関 係 病 院 集 団 に こ の 目 的 の 達 成 の

た め に必 要 な デー タ処 理 施 設 を提 供 す る ことに な る。

2.8第2プ ロジ ェ ク トは,輸 出 入,農 産 物 市 場 組 織 の管 理 とそ の財 務統 制 に

関 連 す るデー タの 自動 的 処 理 に 関 す る研 究 で あ る。 関 税同 盟 の管 理 と共 通 農

業 政 策 のた め に必 要 な ぼ う大 な量 の情 報 が 最近 で は郵 便 あ るい は テ レ ック ス

に よって伝 送 され て い る。 これ らのデ ー タは,加 盟 国 に到 達 した時 点 に お い

て,当 該 国 の コ ン ピュー タに イ ン プ ッ トさ れ る必要 か ら必 要 書 式 に 変換 さ れ

な け れ ばな らな い。 さ ら にま た,農 産 物 輸 出 入 に 関 す る重 要 情 報 が,共 同体

と して行 動 を必要 とす る重要 問題 に 関す る機 敏 な 意思 決 定 を可 能 な ら しめ る

上 で,迅 速 か つ適 正 書 式 で 入手 で きな い場 合 が しば しば で あ る。 加 盟国 のほ

とん どが 自動 的 デ ー タ処理 を漸 次推 進 しつ つ に あ るが,も し も各 国 の シ ス テ

ム と委 員 会 と を連 結 させ よ うとす るな らば ,シ ス テ ムの 合 理 化 と共 通 ア プ リ

ケ ー シ ョン枠 組 とが 不可 欠 で あ る。 この研 究 の 目的 は,よ り効果 的 な デ ー タ

処理 とコ ミュ ニ ケー シ ョンの達 成 を可 能 にす るプ ロジ ェ ク トを定 義 す る こ と

で あ る。

,

2.9第3プ ロ ジ ェ ク トは,1974年11月26日 の理 事 会(法 務 閣僚)で

討 議,強 調 され た 要 望,す な わ ち,法 律 文 書 の検 索 と共 同体 法 へ の ア ク セ ス

の シス テ ムに 関す る もの で あ る。 そ の時,理 事 会 は,共 同体 機 関 と加 盟国 の

必要 性 をみ た す よ うに な る政 策 を概 観 す るた め に法 律 専 門 家 か らな る作 業 集

団 を 設定 す る こ とを決 定 した。 こリ プ ロジ ェ ク トは,利 用 者 の一 般 的要 求,

加 盟 国 と共 同体 機 関 で設 定 ず み か あ るい は 研 究 中 の システ ム間 の適 合性 と相

互 コ ミュ ニ ケー シ ョン な どに 関す る体 系 的 検 討 に よ り作 業 集 団 の 作 業 を支 援

し,援 助 す るこ とを意 図 して い る。

e

－4一



2.10第4プ ロジ ェ ク トは,将 来 の旅 客 の安 全 と航 空 機 器,す なわ ち,航 空

管 制 に影 響 を与 え る高 度 な技 術 的 な 分 野 に 関 係 す る。 この分 野 にお け るデ ー

タ処 理 シ ステ ムは す で に 存在 し,加 盟数 ケ国 と第3国 の利 用 はEUROCON

TROLと い う国 際機 関 に加 盟 して い る。 しか しなが ら,こ の段 階 に お い て

さえ,1980年 代 の リア ル ・タ イ ム処 理 シ ステ ム に現 シ ス テ ム を置 換 させ

る ため の 調整 作 業 が 進 行 中で あ る。 さ らに,こ の問 題 は,も し も,各 国 の 航

空 管制 機 関 とEUROCONTROLの 要 求 増 大 に 対 応 させ る とす れば,実

際 的投 資 を必 要 とす る国 際 的 プ ロジ ェ ク トで あ る。 提案 さ れ た 研 究 は,共 同

体 レベ ル で 可能 な解 決 策 と ヨー ロ ッパ ・コン ピュ ー タ産 業 に よる高度 デ ー タ

処理 技 術 の 開発 を可 能 に す る方法 に関 す る詳 細 な 調査 を 目的 に して お り,そ

れ に よ って,他 のセ ク タ ーに も波 及 す るで あ ろ う競争 力 面 で の偉 大 な る 資産

を創 出 す る こ とが 可 能 に な る。

2.11第5プ ロ ジェ ク トは,異 質 な タ イ プに 属 す る もので あ る。 す な わ ち,

そ れが も し も十 分 に 開 発 さ れ るな らば,産 業用 ア プ リケー シ ョンの 広 範 な 分

野 を 開拓 す る こ とに な るで あ ろ うコ ン ピュー タ ・エ ィデ ッ ドな 設 計技 術 に関

す る もの で あ る。 そ こに は,特 に2つ の主 要 な セ クタ ーが あ る。 す な わ ち,

電 子論理 回路 の 開 発(シ ビル ・エ ン ジ ニア リング,造 船 な どの)と 建 設 セ ク

ターに お け る統 合 的設 計 シ ス テ ムの 管理 で あ り,そ のた め の可 能技 術 の 再評

価 と価 値 の 開発 の探 知 の 必 要 性 に共 同体 中で 痛 感 さ れ てい る。 これ ら2つ の

研 究 は,こ れ らの セ ク タ ー にお け る開発 プ ログ ラ ムの経 済 効果 の定 義 と評 価

を 目的 に して い る。

プ ロジ ェ ク ト進行 に 関 す る理 事 会 決定 の提 案 は 付 属書 類Aに 含 まれ てい る。
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3 継 続 提 案 の 準 備

3.1(コ ン ビ=.一 夕 ・ア プ リケー シ ョン ・プ ロ ジ ェ ク トに 関 す る継続 提 案 が

予 想 され る)第1次 提案 に いた る作業 の線 に沿 っ て,委 員 会 は,1976年

に 開 始 させ る プ ロ ジ ェ ク トにつ い て1975年 前半 に 新 鮮 な提 案 を策定 させ

る との見 解 にた った 決 議1)の(b)と(c順 で指 摘 さ れ て い る分野 で の 予備 的調

査 を実 施 して きて い る。'

3・2規 範 と標準 に関 しては,問 題 に対す るア プロー チの一般的方向設定 を任

務 とす る委員会に よって加 盟国の専門家 か らなる作業集 団が設置 されてい る。

も うひとつの集団 は,公 共 調達政策分野での協 力の可能 性につ いて検討 を

す すめてい る。

3.3産 業 開発 プ ロ ジ ェ ク トに 関 しては,一 連 の 討 論 と調 査 の結 果 と して ,委

員 会 は,共 通 利 益 に 関 す る非 常 に重 要 な分 野,す な わ ち,ソ フ トウ ェア の軽

便 性 とい う分 野 の存在 を確認 して い る。換 言 す れ ば,こ れ は,シ ス テ ムの 作

動 あるい は そ のた め に 利用 さ れ る機 械 言語 の面 で 心 配 な しに異 機種 コン ピュ

ー タの プ ログ ラム を稼 働 させ る能 力 で あ る
。 あ る場 合 に お い ては,ソ フ トウ

ェ ア産業 は すで に,軽 便 性 ソフ トウェア の 開発 を始 め て き てお り,そ れ は ま

た,汎 国 家 的 活 動 まで に はい た っ てい ない が,標 準 化 に 影響 を与 え てい る。

委員 会 は,1975年 前半 の2,3ケ 月間 の中 に,も し もそ れが実 現 され た

あ かつ きに は利用 者 コス トに重 要 な イ ンパ ク トに な る ことが 想定 さ れ る これ

ら方 向 に関 す る提 案 の 策 定 を意 図 して い る。

3.4も し も この種 の行 動 が 共 同体 レベ ルで 開始 さ れな い とす る と,今 後5年

間 に,機 器 の非 適合 性 に 由来 す る共 同体 内 の プ ログ ラ ム転 換 経 費 は1,000

MUAに のぼ るこ とが 予 想 さ れ,利 用 者が 負担 を余 儀 な くさ れ る こ とに な る
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経 費的 重 圧 を生 む こ とに な る。 必要 範 囲 に つ い て の行 動 は,サ ー ビス ・ビ ュ

ー ロが 提 供 す るサ ー ビス
,あ るい は,ハ ー ドウ ェア 産 業 が 意 図す る投 資 に も

ま.しては るか な重 要 性 を もつ こ とに な るの で あ る。

3.5"ソ フ トウェア軽 便 性"プ ログ ラ ムは,シ ス テ ム ・ソ フ トウ ェア を含 む

"軽 便"な 製 品 の 開発 を包 含 す べ きで あ り
,そ してそ れ は,ア プ リケー シ ョ

ン ・プ ログ ラ ム(特 殊 利 用 者 の要 請 につ い て書 かれ る プ ログ ラ ム)と ハ ー ド

ウ ェア 自体 間 の実 際 的連 結 のた め の もの で あ る。

3.6軽 便 ア プ リケー シ ョン とシ ステ ム ・ソ フ トウェア とが十 分 で あ れ ば,利

用 者は ハ ー ドウェア に × き く依 存す る必 要 が な くな り,(現 在 広 くい きわ た

ってい る作 業 の 重 複性,そ の 低減 結 果 と して の)よ り積 極 的 な プ ロ グ ラ ム交

換 と端 末 利 用 の 自由機 会 の 増 大 を可 能 に す る。 この種 の プ ロジェ ク トは,付

加的 規 範 と標 準 を開 発 し,市 場 の透 明性 を増大 させ る機 会 を創 造 す る こ とに

な る。 この よ うな 方法 で,委 員 会 が企 図 して い る プ ロ グラ ムは,最 近 の 提案

の 意義 よ りは るか に 広範 な る意義 を もた ら し,総 体 的 にみ て,コ ン ピ ュー タ

産 業 と経 済 活 動 に よ り直接 的 な イ ンパ ク トを与 え る ことに な る。

3.7ハ ー ドウ ェア ・セ ク タ ーにつ い て も,委 員 会 は また,1975年 中 に 提

案 予 定 の プ ロジ ェ ク ト,特 に構 成 要 素 と 周辺 機 器 関 連 の プ ロ ジェ ク トを検 討

中 で あ る。

o

38.中 央 処理 機 器 に 関 して は,2大 ヨー ロ ッパ ・グ ルー プが そ れ ぞ れ 新 しい

製 品 ライ ンの 開 発 に従 事 してい る。 現在 の と ころ,委 員会 は この分 野 に 関 す

る提 案 の提 出 は 何 も考 え て は い な い。 しか しなが ら,技 法 の革 新 が 以 前 に ま

して効果 的 な 商業 的 協 力 の 可能 性 を大 に して き て い る こ とが 注 目に あた い す

る。 す な わ ち,新 製品 シ リー ズ の 開発 が 進行 中で あ りな が ら,(そ れ らが ソ
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フ トウ ェア の面 で は 最終 的 な形 態 を とxの え て お らず,新 開 発 が 緒 に つ く

以 前 の状 態 で あ る)現 在 は,協 力機 会 と して は最 良 の 時期 で あ る。

3.9最 後 に,委 員 会 は現 在,リ ー シ ング に 関す る提案 を策定 しつ つ あ り,そ

れ は,小 企業 が こ うむ りつ あ り,イ ン フ レ ー シ ョンが その 度 合 い を深刻 に し

てい る不 利益 の 一部 を相殺 す るこ とに な る に相 違 な い。

3.10上 記 セ クター にお い て 推進 を準 備 中 の 提 案 を支 援 す るため に,委 員 会

は1975年 に実 施 予定 の幾 多 の 予備 的 研 究 に大 き く依 存 しなけ れ ば な らな

くな る。 す な わ ち,そ の 目的 は,八 二 ドウ ェア と ソ フ トウ ェアの 産業 開 発 に

おけ る ア プ リケー シ ョン と,共 同体 の共 通 利 益 と な る ことが 想定 され る標 準,

リーシング方 式 な どの 確 立 に関 連 す るさ らに 進 ん だ プ ロジェ ク トの正 確 な 目標

設 定,定 義 そ して評 価 を は た す こ とで あ る。

夢

'
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4. 財 務 関 係

4.1上 記5プ ロジ ェ ク トの た め の財 政 処理 と しては,今 後3年 間 に総 額

4.。 。。M。dl)に の ぼ る資 金 が 必 要 に な る.鞭 別 内訳 を添 え た縫 が第2

章 のは じめに一覧表形式 で表示 され てお り,第2章 では,作 業方法 と設置 さ

れ ることになる機器に関す る論議 を継続す る。

(1)支 出額 は1975年 頭初 の価格予測に もとづ き推算 され てい る。委員会

は,経 済情勢 を勘案 しなが ら,理 事会決定の実際的期 日を主 たる基準 と し

て支 出額 の調整 を決定す ることにな る。

必要支出額 は,付 属文書Cに 示 されてい る概算 に したが って欧州共 同体 予

算 に組み入れ られ ることにな る。

4.2委 員 会 は,プ ロジ ェ ク ト2,3,4teよ び5が,理 事 会 が 今 後5年 間 の

予 算 に 見合 うプ ロジ ェ ク トの 効果 予 測 を要 求 した こ とに 関連 す る可 能 な開 発

プ ロジ ェ ク トの第1段 階 を形 成 す るだ け に と どま る もの で あ る こ と を承 知 し

てい る。 しか し,こ れ ら3年 間 に わ た る こ とが 予定 さ れ て い る予 備研 究 の 重

要 な 目的は,後 続段階 とそれ らについ ての予算的関係を詳細 に決定 す ること

で あ る。 そ れ故,こ れ ら研 究 の結果 が 明 らか に な る時期 に,委 員 会 に は じめ

て,こ れ らの新 鮮 な 提 案 の連 関 を明 記 す る こ とが 可能 に な るの で あ る。

、

4.3上 記理由か らも必要 な予備 的研究 に関 しては,そ れが完了には約1年 を

要 し,そ のため疏 当され鮒 れ ぱ らな岐 出額は ・.・M・tf2)が予想され

る 。

4.4前 記 プ ロジ ェ ク トの た め の支 出額 を満 足 させ る過 程 に よ っては,追 加 予

算 案が 提 出 され る可 能 性 もな きに し もあ らず で あ り,同 時 に,予 備的 調 査 の

た め の 資金 が皆 無 とな り,予 算 化 され な い可 能 性 も起 り うる の で あ る。
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5共 同体におけ るデー タ処理セ クターの開発に 関す る報告

決 議 の最 後 の 指 摘 に したが い,委 員 会 は,1975年 中 に デ ー タ処理 の現 況

に関 す る報 告 を準 備 す る こと にな ろ う。 この 報告 で は,デ ー タ処 理 開 発 と国 別

デ ー タ処 理 政 策傾 向 を概 観 し,決 議 の 中で 示 唆 され て い る ご とき 多数年 間 プ ロ

グ ラ ムに の っ と った 共 同体 プ ロジ ェ ク トの 具体 化 の当 否 に 関 す る意見 を も りこ

む こ とに な る。

(1)1974年7月15日 の決 議,第4項 を参 照

(2)15研 究 プ ロジ ェ ク トが 存在 す るが,そ の お の お の の 経費 平 均 は20,000

UAで,1ケ 月当 り4名 プ ラス 旅費 お よび 実 費 を基 礎 に 計算 され て い る。

'

一10一



、

第2章 財 務 と プ ロ ジ ェ ク ト管 理

1.支 出(予 測)内 訳

プ ロ ジ ェ ク ト
総 費 用

(A・u.)

1975 1976 1977

1.器 官 と血 液 の マ ッチ

ン グの た め のデ ー タ

バ ン ク

1,360,500 92,500 1,237,500 30,500

2.輸 出 入,農 産 物 市 場

組 織そ の他 に おけ る

デ ー タ処 理 シ ステ ム

668,000 163,000 423500 81,500

3.共 同体 レベ ル で の 法

律 情 報検 索 シ ステ ム

437,500 111,500 269,000 57,000

4.航 空 管 制 に お け るデ

ー タ処 理 シ ス テ ム の

必要 性

923,000 172500 566,500 184,000

5.コ ン ピ ュ ー タ ・エ イ

デ ィ ド設 計

i電 子 工 学 的 研 究

lll設 計 オ リ エ ン テ ッ

ド ・ シ ス テ ム

313,000

305,500

110,000

107,000

203,000

198,000

支 出 総 額 4007,500 756,500 2β98,000 353,000

注1A・U・=約1.3米 ド ル
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2金 融 に 関 す る 注 釈

2.1プ ログ ラ ムに提 案 され た 各 プ ロジ ェ ク トに は,研 究 局 面 あ るい は開 発 局

面 の いず れ か が含 まれ る。検 討 中 の プ ロジェ ク トは,い ず れ も,そ の運 用上,

国 際的 で あ り,あ る い は ユ ーザ ーが,そ の 資源 利 用 の手 段 と して共 同開 発 に

関心 の あ る ケー ス を表 わ して い るが,こ れ はそ の 要 件 の 近似 性 に も とず く も

の で あ る。

2.2共 同体 と国家 の金 融 が果 す役 割 を 明 らか にす るた めに,図 示 してお くと

わ か り易 い と思 う。 航 空 制 御 の た めの 将 来 の 情報 処理 に 関す る研 究は,共 同

体 全 体 に また が る将 来 の共 同 開発 プ ロ ジェ ク トの需 要 と可 能 性 を調査 す る こ

とを 目的 と して い る。 単 一 の契 約 の 下 で一 つの 特定 の問題 を研 究 す るた め に

単一 の チー ム を作 る こ と もで き るが,欧 州 企業 レベ ル で,ま ず 一般 的 な要件

を満 た す た め に,質 の 高 い チ ー ム を作 る こ と も有 益 で あ ろ う。 も し,そ の 研

究 が共 通 の開 発領 域 を明 確 にす る結 果 とな れ ば,そ れ らを金 融 面か ら も共 同

す る方 が 同様 に適 切 で あろ う。 も し,こ れ らの共 同開 発 プ ロ ジェ ク トが

EUROCONTROLの 加 盟諸 国 のユ ー ザ ーに よって作 動 す れ ば,も ちろん 国

家的 ある いはEUROCONTROLの 支 出 を伴 な うわ け で あ り,こ れ は システ

ム を特 定 の国 家的 諸 要 件 に 適 応 させ るため のそ の後 の 開発 作 業 の 場合 と同 じ

で あ る。 要 す るに,共 同体 の 諸要 件 は共 同体 の支 出 で まか な い,国 家的 な 諸

要件 は 国家 支 出で まか な うこ とに な ろ う。

'

2.3一 般 的 に い っ て,し か しなが ら,も し企業 に 委託 され た 開 発活 動 か,当

該 企業 の競 争 力 を高 め,能 率性 を増 大 せ しめ る よ うな もの で あ るた め に は,

企 業 は 相 当 の金 融 的 リス ク を負 担 しな け れば な らな い。
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3プ ロ ジ ェク ト ・マ ネ ジ メ ン トと そ の 組 織

3.1ユ ーザ ー,政 府 な らび に委 員会 は,い ず れ も応 用 プ ロ グ ラムを成 功 裡 に

打 ち上 げ るに際 して果 す べ き役 割 が あ る。 委員 会 は,プ ロ ジ ェ ク トの遂 行 に

責任 を持 つ こ と にな ろ うが,欧 州共 同体 の 情 報処 理 政 策 の 主 た る 目的 か,欧

州 の 工業 の能 力 を刺 激 す る こ とに あ る か ら,プ ロジ ェ ク トは 実際 には,普 通

の 場1合,工 業 チ ー ムが そ の遂行 の任 に あた る こ とに な ろ う。

3.2プ ログ ラムの マ ネ ジ メ ン トに 関 しては,委 員 会 は,「 水平 的 」な組 織 を

設 立 す るこ と を提 案 す る。 ¶'情報 処 理 プ ロジ ェ ク トに 関 す る諮 問委 員 会"が

そ れ で,各 プ ロジ ェ ク トに つ い て,プ ロ ジェ ク ト ・リー ダ ー とユ ー ザ ー を代

表 す る テ ク ニ カル ・コ ミ ッテ ィとが,こ の 諮 問委 員 会 に 関 連 す るこ と とな ろ

う。

情 法 処理 プ ロ ジ ェ ク トに 関 す る諮 問 委 員 会 設立 のEC委 員 会決 議 案は,本

報 告 書 付録Bに 見 られ る とお りで あ る。

デ ー タ ・プ ロセ ッシ ン グ ・プ ロジ ェ ク トに 関 す る諮 問委 員 会

3.3こ の委 員 会 は,加 盟国 よ りそ れぞ れ一 人づXの 代 表 か ら構 成 さ れ る。 各

代 表 は,関 係 領 域 の専 門 家 を随行 す る こ とが で き る もの とす る。EC委 員 会

の代 表 一 人が,こ の 委 員 会 の長 に任 ず る。 欧 州共 同体 委 員 会 は,事 務 局 の 仕

事 をす る もの とす る。

、

3.4こ の委 員 会 の役 割 に関 しては,欧 州委 員 会 の 採 用 した デ ー タ ・プ ロセ ッ

シ ン グ行 動 計 画 の 実 施 に際 して,EC委 員 会 を援 助 す るこ と をそ の任務 とす

る。 特 に,各 プ ロジ ェ ク トにつ い て,そ の 目的 に 照 ら して これ を方 向ずけ し,

実 施 し,開 発 し,実 現 す る こ とを助け る もの とす る。
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テ ク ニ カ ル ・ コ ミ ッ テ ィ

3.5こ れ は ユ ーザ ー の な か か ら選 ば れ た専 門家 か ら成 る小 規 模 の作 業委 員 会

で あ り,定 期 的 に会 合 を もち,技 術的 な らびに 開発 上 の問題 につ い て,プ ロ

ジ ェ ク ト ・リ一 夕 ー と密 接 な リエ イ ゾ ンを行 な うこ とに な ろ う。

そ の実 際 の機 能 は,ユ ー ザ ーの諸 要 件 を技 術的 に特定 化 し,ユ ー ザ ー とプ

ロジ ェク トの間 の コ ミ ュ ニケー シ ョンの チ ャ ンネル を提 供 す る と ころ に あ る。

テ クニ カル ・コ ミ ッテ ィの作 業 方 法 は,そ れぞ れ の プ ロジ ェ ク トに よ って異

な る。

(1)プ
ロ ジェ ク ト ・リー ダ ー

3.6プ ロ ジェ ク ト ・リー ダー は,プ ロ ジェ ク トの性 質 と範 囲 に適 した高 度 の

特 訓 を受 け た 人で あ る こ とが 期 待 され る。 プ ロジェ ク ト ・リー ダー は,フ ル

タ イ ムで,プ ロジ ェ ク トの遂 行 にあ た る役 割 が課 せ られ る。

(1)14ペ ー ジの 表:プ ロ ジェ ク ト ・ リー ダ ーの契 約 期 間 を見 よ。 これ は,

実 際 の プ ロジ ェ ク トの期 間 よ りも長 いが,そ れ は,プ ロ ジェ ク ト ・リー ダ

ーは プ ロ ジェ ク トの 契 約 開 始 よ り前 か ら,仕 事 の基 礎 作 りを準 備 し,契 約

の完 了 後 も全般 的 な フ ァィ ン デ ィン グに つ い て報 告 書 作成 に 参 加 す るか ら

で あ る。

3.7要 す るに,プ ロ ジェ ク ト ・リーダ ーの責 務 は,次 の様 な点 に あ る とい う

こ とが で き よ う。

一案 内 状 を出す た め の 特定 化 の準 備

一契 約 相手 と緊 密 な協 調 を保 ちな が ら
,毎 日の仕事 の調 整,監 督,な らび に

指 揮 を と る こ と。

一委 員 会
,テ ク ニ カル ・コ ミ ッテ ィ,そ れ に 契約 相 手 とマ ネ ジ メ ン ト ・レベ

ルで リエ イ ゾン を行 な うこ と。
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契 約 者

3.8こ れ は,仕 事 を実 際 に施 行 す る責任 を もつ 欧 州 の企 業 の コ ン ソー シ ア ム とな

るで あ ろ う。

へ
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」

Φ

ー

4.契 約 期 間 を 示 す 要 約 表

計 画
計画に要する

継続期間(月)

計画の指導者 と

の契約期 間(月)

(1)

計 画 の 指 導 者

の 手 当(a・u)

(2)

技術委員会

の会合回数
(3)

平均出席

回 数

技術委員会のた

め の費用(a・の
(4)

1.血 液 検 査 の た め の デ

ー タ ・バ ン ク

22 24 100,000 13 9 23,500

2.輸 出入品 お よび農業

組織等のためのデ ー

タ処理 システム

18 22 91,000 12 9 22,000

3.法 的情報調査のため

の共同 システ ム

18 22 91,500 12 9 22,000

4.航 空管 制のためのデ

ータ処理の必要条件

18 27 135,000 15 9 27,000

51計 算機援用設計1 12 16パ ー トタ イ ム 33,500 9 9 16,000

5.2計 算機援用設計皿 12 16パLト タ イム 33,500 9 9 16,000

(1)計 算の根拠:航 空管制に対する年間支 出60,000a.u・,お よび他の計画に対 する年間支出50,000a.u.

(2}プ ロジェク トの指導者は,プ ロジェ ク トを開始す る前 に準備 のための仕事 を始めなけ ればな らないで あろ う。叉,(開

発段階において,す でに述 べた様に,血 液検査のためのデータバ ンクの場 合を除い て)指 導者 が技 術委員会の研究の結果

について協議ができる ようにプ ロジェ ク トが完了 した後 も続けなけ れば ならない であろ う。

(3}会 合の回数は調整 目的のため,2ケ 月に一度の会 合に付け加え最初 の会合 を基礎 として計算 されている。

(4)計 算の根拠=200a・u・/人/日



AnnexA

デ ー タ ・プ ロ セ ッ シ ン グ に 関 す る プ ロ ジ ェク ト案 の 採 用

に っ い て の 委 員 会 決 定 の た め の 提 案

欧州共 同体委 員会 は,

欧州経済共 同体設立 に関す る契 約,特 に同235条 に留意 し,

委員会 か らの提案 に留意 し,

欧州議会 の意見に留意 し,

次の諸事 由に もとずき,こ の決定 を採用・した。

委員 会は,情 報処理 につい ての共 同体の政策 に関す る1974年7月15日 付決

議におい て,情 報 処理 を奨励 し,促 進す るための政策 にむけて共 同体 の方向づけ を

す る目的 を もって,委 員会 の提案 に もとづ き,情 報処理 の応用 の領域 において,欧

州 の利益 になる共通の プロジェク トを採用 する ことに同意 した。

この目的に資す るため,欧 州の情報処理産業 の能 力を増大せ しめ,ユ ーザーの需

要 に合致す るに役立 つ可能 性 の大 きいプ ロジェク トを優先 して,こ のユーザーの需

要 を欧州 な らび に世界市場 に満足 させ るべ きであ る。

一般健康の観点か ら,器 官 と血液に関す るそ れぞれ のグルー プの両立性 を共同体

レベルで改善す ることが要請 され る。 また,こ の ような比較 を行 な うための情報処

理 システ ムは,よ り多 くの人間の生命 を救 うことが でき る ものと思われ る。'

関税同盟 と共通農業政策の管理 に関 しては,輸 出/輸 入データ,農 業 市場組織な

らびにそ の金 融的制 御に関す るデータが迅速に伝達 され,処 理 され ることが必須 の

要件である。

委員 会(法 務 大臣会議)は,1974年11月26日 の会 議で,組 織体 間の法律

情報 システ ムを確立 す る必要性 に特 に言及 し,共 同体 の法律 を加盟諸国 に充分 に徹

底せ しめ ることの利益 につい て言及 した。現在加盟諸 国で研究中あるいは立法 中の

法律情報 処理 システ ムと,共 同体諸組織のそれ とが両立 で きる ようにす るため,情

法処理 システ ムの開発計画を明確 にす る必要性に ついて言及 した。
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将 来 の航 空 運 輸 の制 御 の 必要 性 に 対 応 す るた め,最 も有 効 な高度 の情 報 処 理 シス

テ ムが必 須 の要件 で あ り,そ の よ うな シス テ ムを国 策 レベ ルで 開 発 す る こ とは,多

大 の 資本 を必 要 とす る もの と思 わ れ る,こ のた め,こ の技 術 の領 域 にお け る産業

界 の甚 大 な 関心 を考 慮 に 入 れて,共 同 して 問 題解 決 に 当 る可 能 性 を検 討 す べ きで

あ る。

コ ン ピュー タ の助 け に よる設 計 技 術 の改 善 に よ って,欧 州 の エ レク トロニ ク ス

産 業 が 強 化 され,建 設 業 の生 産性 増 加 に寄 与 す る もの と思 わ れ る。

上 述 の プ ロ ジェ ク トは,共 同 市 場 の フ レー ム ワ ークの なか で,共 同体 の諸 目的

を達 成 す るた め に必要 と思 われ る。

欧 州共 同 体 設 立 の条 約 では,こ の 目的 に 資 す るた め に必 要 な行 動 の権 限 を与 え

てい ない 。

第1条

以 下 に示 す 目的 を持 った5つ の デ ー タ処 理 計 画 は1975年7月1日 よ り採

用 され るで あ ろ う。

1.器 官 お よび 血液 の検 査 のた め の デ ー タ ・バ ン ク。(22ケ 月)

2.輸 出 入 品 に 関 す るデ ー タ処 理 シス テ ム,k・ よび 農 産物 市 場組 織 とそ の財 務

管 理 に 関 す る情 報 デ ー タ処 理 シ ス テ ムの 研 究 。(18ケ 月)

3.共 同体 にお け る法 的書 類 調 査 シ ス テ ムのた め の 必要 性 の 研 究。(18ケ 月)

4.1980年 代 に お け る航 空 管 制 の実 時 間 処 理 に要求 され る シス テ ム の研 究 。

(18ケ 月)

5.コ ン ピ ュー タ援 用 設 計 にお け る開 発 の ため の研 究。(12ケ 月)

前述 の 計画 は,付 録1～5に おけ る"計 画の 内 容"の 基 に定 義 され てい る。

a

φ

}

第2条

これ らの計 画 を遂 行 す るた め に 必要 な 政府 支 出金 は,ヨ ー ロ ッパ共 同体 の予

算(運 営 費)の 中に 入 るで あ ろ う。
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第3条

委員会 はその計画 を遂行す るのに責任 が あ るで あろ う。それはデー タ処理 計画

におけ る諮問委員会 に よって援助され るで あろ う。

その委 員会 は毎年評議会 に対 して,報 告書 を提出せ ねばな らない。

ブ リュ ッセルにおいて

評議会 を代 表 して

議長

器 官 と 血 液 調 和(マ ッチ ン グ)に 関 す る デ ー タ ・バ ン ク

開 発 プ ロ ジ ェ ク ト

プ ロジ ェク ト概 要

本 プ ロ ジ ェ ク トは,下 記 の ごと き共 同体 全体 のた め の システ ム設 備 の 設定 を 目的

とす る 開発 行 為 の具 体 化 を内 容 とす る。 ・

a)潜 在 的 腎臓 移 殖希 望 者 に関 す る共 同体 全 体 の情 報交 換 シス テ ム。

b)潜 在 的血 液 あ るい は血 液成 分 の供 与 者(ヨ ー ロ ッパ 供与 者 に関 す る 同種情 報 交

換 シス テ ム。

c)そ の 他移 植 素 材(例 え ば皮 膚,角 膜,骨 髄)の 潜 在 的供 与 者 に関 す る情報 交 換

シ ステ ム。

d)本 プ ロ ジェ ク トの期 間 は22ケ 月 を予 定 す る。

4

句
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工 概 要

問 題 定 義

1.1腎 臓 移 植

百 万 人 につ き30な い し40人 が,西 欧 全体 で 毎年 回 復 不 能 な腎 臓 障害 に お か

さ れ てい る こ とが 推定 さ れ て きた 。 そ れ 故,血 液透 析 的 治 療法,あ るい は 腎 臓移

植 療 法 が なけ れば,1万 な い し1万2.000人 の 患 者 が 死ぬ ことに な る。

多 くの患 者 に とっ て,血 液透 析 と移 殖 の 両 者 を受 け る こ とは 非 常な 利 点 で あ る。

断 続的 血 液透 析 とい う現 在 適 用 され て い る 主要 な治 療 方 法 には,い くつか の 不 利

な点 が あ る。

i)そ れ は 治療 的 で もなけ れ ば,病 状 の緩 和 もさだ か では な い。

iDそ れ は高 価 で あ る。(年 間約25,800ド ル を要 す る。)

iiD患 者 の生 命 と健 康 は週2回 程 度 の機 械 的療 法 に 委 ね られ てい るが,そ の結 果

過酷 な心 理 的 余病 を併 発 す る こ とが 多 い。

IV)血 液透 析 療 法 は,単 に腎 臓機 能 の一 部 を代 替 す るに 過 ぎな い。

1.2生 きた 腎臓 の移 殖(生 存 中 の あ るい は 死 人 の供 与者 か らの)は,腎 臓 患 者 に

対 して代 替 的 選択 機 会 を提 供 す る。 他 人 の 腎臓 の移 殖 をめ ぐる主 要 な問 題 は,移

殖 さ れ た 器 官 の 拒絶 反 応 で あ る。 この拒 絶 反応 に は,二 つ の 主要 な要 因 が あ る。

す なわ ち,遺 伝学 的 情報(移 殖 抗 原)と 患 者 の 免疫 学 的 反応 とで あ る。 これ らの

理 由 か ら も,腎 臓 の供 与 者 と受 容 者 との 間 の組 織 適 合 性 抗 原(す な わ ち,HL-

A抗 原,人 的 白血 球 抗 原,あ る いは 移 殖 抗 原)が 完 全 に調和 して い る こ とが基 本

的重 要 性 を もち,相 関 的遺 伝組 織 の ポ リ モ ー フ ィ ズ ムか らみ て も,理 想 的 結

合 の確 率 は きわ め て稀少 で あ り,1967年,バ ン ・ロー ドは,器 官受 容 者 デ ー

タの 大 規 模 な集 中 フ ァイル ・システ ムを設 定 し,そ れ を通 して の理 想 的 供与 者 ・

受 容 者 の完 全 結 合 の発 見 の可 能 性 を増 大 さ せ るた め の 国際 協 力 を提 言 した。 つ ま

,
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り,あ る協 力機 構 参 加 セ ン タ ー に,死 体 の供 与者 が あ る と した 場 合,集 中 的 に貯

蔵 さ れ た 情報 が あ れ ば,そ こか ら,理 想 的 に 「適 合 した」受 容者 の選 別 が 可能 に な

り,そ の 効 用 は大 で あ る とい う論 理 で あ る。 そ して,腎 臓移 殖 の予 後 に決定 的 役

割 を演 じ るHL-4抗 原 情 報 を コー ド化 してい る染 色 体 関 係 の 分野 が すで に存 在

して い る。 そ の 効果 は,HL-Aの 兄 弟姉 妹 間の 調和 的 腎 臓 交換 の(4年 後)器

器 官 生 存 率 が90パ ー セ ン トで あ るに反 し て
,不 調和 な姉 妹 間移 殖 の生 存率 が50

パ ー セ ン ト以 下 で あ る こ とに よっ て立 証 され てい る。

基 本的 に は,供 与者 と受 容 者 間 の 調和 性 が な い場 合 のHL-A結 合 の適 用 は,

悲 劇 的 結 果 の方 が 多 か った。 しか し,現 在 で は,特 に欧 州 にお い て,HL-Aの

調 和 は た とえ供 与 者 ・受 容 者 間 の体 質 が 無 関係 の場 合 で も,腎 臓移 植 の生 存 率 を

高 め る こ と を可 能 にす る とい う完 全 に 一 致 した 見解 にた ってい る。

Q

1・3こ の よ うな原 則 に もとづ き,器 官交 換機 関 が活 動 してい る。 そ して,こ の種

の 活動 が効 果 的 で あ る こ とは,こ れ ら機 関 の下 でお こなわ れ た 腎 臓移 植 の生 存 率

の分 析 か ら も明 白で あ る と同 時 に,こ れ ら機 関 でお こ なわ れ た 器 官 移植 の平 均 生

存 時 間 が,国 際 腎 臓 登録(世 界登 録)の 報 告 に よる平 均 生 存 時 間 よbも10な い

し15パ ー セ ン ト上 ま わ る事 実 か ら も判 断可 能 で あ る。 一 般的 にい え ば,下 記 の

機 関 は そ れぞ れ,800な い しそ れ 以 上 の 患者 の フ ァ イル を保 有 して い る。 これ

だ け の ファイル が あ れば,併 発 症 が ない 場合 に は,腎 臓 に関 す るか ぎ りの フ ァ イ

ル と しては 完 全 に網 羅 的 で あ る とい え る。 しか し,受 容者 が 以 前 の輸血 や移 殖 で

免疫 的 にな っ てい る場 合 に は,交 換 可 能 なHL-Aの 腎臓 の数 は極 度 に制 限 さ れ

て く る故,こ れ らの フ ァ イル は あ ま りに も限 定 的 とな り,よ り広 範 な国 際 的協 力

努 力 が必 要 で あ る。 これ は,以 前 の 免疫 性 を通 して強 力 なHL-A抗 体 を身に つ

け た す ぺ ての 患 者 の詳 細 な 情報 か ら成 る真 に国 際 的 な ヨー ロ ッパ ・フ ァ イル の制

度 化 に よっ て理 想 的 な 実現 が可 能 で あ る。

国 に よ っては,潜 在 的受 容者 の40パ ー セ ン ト以 上 がす で にHL-A抗 体 を持

ち,そ の総 数 は移 植 の一 般 化 と と もに漸 増傾 向 に あ る。
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更 に,追 跡 分 析 は,移 殖 され た腎 臓 は,供 与 者 と受容 者 が3な い し4の 抗原 で

同質 的 で あ る場 合 に,そ の 寿 命 が長 い こと を明 らか に して い る。(こ の 種の 調和

を 「フル ・ハ ウス」と呼 ぶ 。)

そ れ故,平 均的 調 査 に ま さ る生 存 率 をそ なえ た 腎 臓 の 確保 を可 能 にす る この種

の リス トに共 同 市場 内 のす べ ての フ ル ・ハ ウス受 容者 を付 加 す る こ とが 深 刻 に検

討 され て しか るべ きで あ る。

既 存 の 施 設

1・4共 同 市場 内 には コ ン ピ ュー タ設 備 を備 え て い る次の よ うな腎臓 交 換機 関 が

実在 す る。

・ユ ー ロ トラ ンス プ ラ ン ト 一 汁 ラ ンダ ライ デ ン市(1967年 設立)

ス カ ン ジア トラン スプ ラ ン ト ー デ ン マー ク(1968年 設 立)

フ ラ ンス トラ ン ス プ ラン ト ー パ リ(1969年 設 立)

・ブ リス トル ・シ ステ ム ー イ ギ リス 〔1971年 設 立)

これ らの セ ンタ ー は,す べ ての共 同市 場 加 盟国 の利 用者 に奉 仕 す る。 しか し,

上 記4セ ンタ ー の コ ン ピュー タ設 備 は相 互互 換 性 を もた ず,こ れ は,国 際 的 レ

ベ ルで の腎 臓 情報 交 換 能 率 の大 き な制限 要因 で あ る。

1・5そ して,1971年 に は,HL-A型 の個 人 の血 液 と骨髄 を血 液成 分療 法

(た とえ ば,白 血 球 と プ レー トレ ッ ト)と 骨 髄 移 殖 の ため に 能率 的 に活 用 す る

国際 的(ヨ ー ロ ッパ 的)努 力 を開始 す る こ とが 提案 され た 。 この提 案 は,実 施

上 の諸 困 難 を理 由 に機 能 しな か った。 つ ま り,こ の提 案 の実 現 の た めに は,欧

州 の移 植 機 関 の限 界 をは るか に越 え た 非 常に 大規 模 なデ ー タ ・フ ァイル を必要

と した の で あ った 。

●

1.6当 時 は,デ ー タ(登 録,更 新,分 析 そ の他)を 能 率 的 に処理 す る こと を可

能 にす る コン ピュ ー タ ・シ ス テ ムが な か った。 しか し,こ れ らの 限 界 に もかか
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わ らず,個 々の機 関 は,こ の種 の ファイルの 重 要性 を正 当 に認 識 し,多 数 の個 人情

報 の記 録 努 力 を通 して の フ ァ イル の 大 型化 のた め に真 剣 な努 力 を続 け て きた。 し

か し,こ の種 のファイルの実 際的 活 用 例 は 非 常 に少 な く,そ の理 由 は,必 要 情報 の

相対 的 非 ア クセ ス性 に あ った。 ま た,HL-A組 織 の 多 様 な ポ リモ ル フ も ・

あ り,同 質 的 供 与 ・受 容 者 間結 合 の可能 性 も実 際 には 非 常 に少 な い の で あ る。 少

くと も50,000類 型 の個 人情 報 か らな る フ ァ イルが,同 質的 組 合 わせ,と りわ

け 稀少 な組 合 わせ の 発 見 を可能 にす る合 理的 機 会 を期 待 す るた め に は 必 要 な の で

あ る。 そ して,こ の フ ァ イルは,共 同市場 内 の す べ て の種類 結締 組 織 研 究所(実

験 室)に 常時 ア クセ ス可 能 で なけ れ ば な らない。 そ の た め には,共 同 市 場 内 の既

存 のセ ンタ ーに は な い コ ン ピュー タ ・シス テ ム とそ の配 置 が 必 要 なの で あ る。

1.7共 通 シ ステ ム設置 の た め の他 の ア プ リケー シ ョン

腎臓 移 殖 とユ ー ロ ドナー ・プ ロジ ェ ク トの必 要 条件 をみ たす この種 の コ ン ピュ

ー タ ・シ ステ ムは ま た ,そ の将 来 に おい て,皮 膚,骨 髄,角 膜移 殖 な どの他 の移

殖 の た め に も利 用 可 能 とな り,こ れ らの療 法 が 一 般 に適 用さ れ る時 代 を迎 え るや

い なや,心 臓 や臓 器 移 殖 の ため に も利 用 され る こ とに な るの で あ る。

畠

皿 必 要 条 件 の概 要

皿.1.可 及 的速 か な 腎 臓 の組 合 わせ 問 題 を解 決 す る ため に は,(前 記)4加 盟国 の

既 存 の コ ン ピ ュー タ ・フ ァ イル に連 結 す る コ ミ ュニ ケー シ ョン ・シ ス テ ム を備 え

た 中央 コン ピュー タ ・フ ァ イル の 設定(置)と い う緊急 な必 要 条 件 が 存 在 す る。

この よ うなサ ー ビス を可 能 に す る必 要条 件 の概 要 は 次 の通 りで あ る。

皿.1.16,000人 の 潜 在 的 腎 臓 受 容者 に 関 す るデ ー タへ の ア クセ ス の準 備

皿.1.2概 算1千 万バ イ トvak・ よぶ5万 人の潜 在血 液お よび骨 髄 供与 者 に関 す る

デ ー タへ の ア クセ ス の準 備

皿.1.34千 万 バ イ ト以 上 に な るで あ ろ う付 加 的 移 殖 適 用 の た め の 情 報 を包 含

す るデ ー タの拡 大 準 備

一23一



皿.1.4少 く と も 今 後5年 間,あ る い は 遅 く と も10年 間 に お け る こ の 種 シ ス テ

ム 導 入 の 保 証

II.1.5公 共 交 換 ネ ッ ト ワ ー ク を 通 し て の こ の 種 シ ス テ ム へ の ア ク セ ス を 可 能 に

す る,た と え ば,テ レ ッ ク ス,テ レ タ イ プ,あ る い は テ レ タ イ プ 互 換 性VDU

な ど の 照 合 端 末 器 開 発 の 準 備

皿、1.6多 数 利 用 者 の 確 保

皿.1.7公 称1'日124時 間,週7日 の サ ー ビ ス 。

人

血.利 用者 の 提案(要 求)

皿.1利 用者 は,中 央 コン ピュー タ設備 の管 理 の ため の全 ヨー ロ ッパ的 な 自治 的 非

営 利 財 団 の創 設 を提 案 して きて い る。 ま た,財 団 の プ ログ ラ ムは 優先 順位 主義 に

立 脚 した ア プ リケ ー シ ョン を原 則 と した 関 連 治療 の 広範 な領 域 を包 含 す る ものに

な る こ とが望 まれ る。 しか しな が ら,当 初 に お い ては,腎 臓 情 報 交換 とユー ロ ド

ナ ー ・プ ロ ジェ ク トの実 施 とい うこ とにな るだ ろ う。 そ の後,継 続 の原 則 に も と

づ き,順 次,共 同 市場 内 地 域 セ ン ター の利 用 に供 す るた め の プ レー トレ ッ ト ・デ

ー タ ・マ ッチ ング登 録 ,あ るい は,移 殖 後 追 跡 デー タの 分析,HL-Aお よび 患

者 間 の関 連 に 関 す る ヒス トコ ンパ タ ビ リテ ィ分析 な ど の移 殖 関連 研 究 な ど,他 の

緊急,関 連 ア プ リケー シ ョン分 野 に拡 大 さ れ る こ とに な る ことが望 ま しい。 また,

この種 シ ス テ ム の開 発,利 用 責 任 が財 団 に委 ね られ る反 面,中 央 シス テ ム開発 資

金 は共 同体 に よっ て ま かな わ れ る こ とが 提 案 され て い る。 そ のた め に要 請 され る

共 同体 の一 時 支 出基 金 と しての 開発 総 経 費 は1,360,500a・u・ で あ り,他 方,

135,000a.u.の 推 計年 間 活動 支 出 は欧 州 財 団(す な わ ち,既 存 の移 殖 セ ン タ

ー に よっ てす で に 実施 され て きて い る規 定 利 用者 負担 制 度 の発 展的 形 と して の)

に よっ て支 出 さ れ る こ とに な るだ ろ う。 そ の後 にお い ては,同 財 団が 自治 的運 営

を 旨 と した 独立 の機 関 と して 存続 す る ことが期 待 さ れ てい る。

皿2本 プ ロジ ェ ク ト基 金の 経済 的 正 当性 は きわ め て 明 白 で あ る。 す な わ ち,総 投

下 経 費 は,本 シ ステ ム の機 能 化 に よって もた らされ る現行 の各 国 の保 健予 算 の 節

工
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減 に よって2年 有 余 の 中 に 相 殺 され うる もの で あ る。

W.プ ロジ ェ ク トの内 容

N.1全 セ ン ター の移 殖 デ ー タ は一 定 形 式 の フ ァ イルに 保 存 され る こ とにな る。 し

か しなが ら,特 殊 の イ ンタ ー フ ェー ス プ ログ ラ ムの設 定 が 必 要 にな る ことは事 実

で あ っ て,そ のシステムに よってそれぞれの関 係者 は,現 在 の と同 じデ ー タ と書 式 を

使 って,検 索 とデ ー タ の更 新 を 目的 と した 同シ ステ ム へ の ア クセ スが 可 能 で あ る。

この選択 の主 要 な利 点 は,レ ス ポ ンス時 間 が,地 域 セ ンタ ー ・フ ァ イルへ の ア

クセ スが 不 必要 に な る こ とに起 因 して高度 に改 善 され る こ とに な る こ とで あ り,

更 に重 要 な ことは,中 央 シ ステ ムの 支 援す るため に必 要 だ った地 域 セ ンター要 員

が 不 必要 に な る ことで あ る。

4

N.2シ ステ ムの 必要 条 件

本 シ ステ ムは 次の よ うな 機 能 を遂 行 す る能 力 を もた な け れば な らな い。

1.主 要 フ ァ イル と受 容 ・供 与 者 フ ァイル の最 新 化

2.治 療 目的 に の っ と っ た供 与 ・受 容者 組合 わせ の選 別

3.研 究促 進 のた め の ア クセ ス の可 能 性

4.ユ ー ロ ドナ ー実 現 の た め に は,多 様 な 治療 を必 要 とす る患者 が 希望 す る時 間

で この シ ステ ム の予 約 が 可 能 に な る こ とを保 証 す る予 約手 続 の 確 立が 不可 避 的

で あ る。

5

6

7

8

9

管 理 情 報

経 費 償還 手続

テ レプ ロセ ッシ ン グ

個 別 デ ス ク ご との情 報 の重 複

シス テ ムの 内 部管 理
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N.3ハ ー ド ウ ェ ア の 配 置

も し も,自 治 的 シ ス テ ム に 関 す る 代 替 的 選 択 か 許 さ れ る と し た ら,下 記 の ご と

き ハ ー ド ウ ェ ア の 配 置 が 要 請 さ れ る 。

1.コ ァ ・メ モ リ128Kの 中 央 処 理 ユ ニ ッ ト。 こ れ ら128Kの 中 の48Kに

オ ベ レ 三 テ ィ ン グ ・シ ス テ ム の た め に 必 要 に な る 。

2.コ ン ソ ー ル1基

3.最 低48Mバ イ ト容 量 の2基 の デ ィ ス ク'ユ ニ ッ ト

4.テ ー プ ・ ユ ニ ッ ト1基

5.ラ イ ン ・プ リ ン タ ー1基

6.カ ー ド読 取 器1基

7.紙 テ ー プ ・ リ ー ダ ー/パ ン チ1基

8.テ レ プ ロ セ ッ シ ン グ ・ コ ン ト ロ ー ラ ー と テ レ タ イ プ あ る い は テ レ タ イ プ 互 換

性VDUと テ レ ッ ク ス 端 末 器 両 者 間 の 接 合 器

9.17の モ デ ム(4地 域 の 情 報 最 新 化 セ ン タ ー の そ れ ぞ れ に 各1

N.4ソ フ トウェ アの必 要条 件

上 記 の よ うな機 能 を実 現 させ るた め には,テ レ プ ロセ ッ シ ング設備 を備 え た 簡

単(単 純)な デ ー タ ・ベ ー ス ・シ ス テ ム を もつ こ とが必 要 で あ る。 また,ご く単

純小 型 な 利用 者 用 プ ロ グ ラ ムの 開発 が必 要 で あ る。

N・5設 置 場 所

上記 提 案 の コ ン ピュー タ ・シ ステ ムの 設置 場 所 は,シ ステ ム仕 様 の 開発段 階 で

決 定 され るべ きで あ る。 設置 場 所 の選 定 は,次 の よ うな基 準 に準 拠 すべ きで あ る。

・上 記提 案 シ ス テ ム の既 存移 植機 関 の地 域 内 に設 置 す る必 要 性 の 有無 。

・一般 的 可 能 性
,特 にPTTサ ー ビス の確 保 の可 能 性(す なわ ち,PTTラ イ

ンが ダ イヤ ル ・イ ン可 能 か,あ るい は,施 設 外 か らの ダ イヤ ル ・イ ンが 可能

か否 か。)

●

一26一



'オ ペ レー シ ョンの た め の経 費(事 務 所 ,賃 貸 費,給 与,ス タ ッフ雇 用経 費,

PTT経 費,そ の他)

M6こ れ ら判 断基 準 の 後半 部 分 を考 慮 す る場 合,経 営 計 画 シス テ ム の開発 段 階 の

一環 と しての配 置 場 所 の選定 の決 定 が 要 請 され る。 詳 細 にわ た る検 討 が 必要 な 配

置場 所 の可 能 性 と しては,右 ユー ロ ト ランス プ ラ ン ト(ラ イデ ン),フ ラ ンス トラ

ンス プラ ン ト(パ リ),そ して,独 自な配 置 場 所(ブ ラ ッセ ル)が 含 まれ る。

輸出入に関す る情 報処理 システ ムおよび農 産物市 場組織 とそ

の財務統 制に関す る情報処理 システ ムについて の研究

プ ロジ ェ ク トの概 要

本 プロジェク トは大規模 かつ徹底的な研 究 プロジェク トで あ り,そ の 目標 は,

加盟国 と委員会 との共 同開発努 力において共 同体 の枠組 に とっての長期的かつ詳

細な必要条件 を決定 す るこ とであ り,あ わせ て輸 入,輸 出お よび農産 物市場 とそ

の財務統制の管理 的関連局面に関す るデー タ処理 シ ステム を相互利益に連結させ

ることにある。

研究 期 間は18ケ 月 を予定 す る。

1序 説

1.1背 景

1.1.1輸 出 入 と農 産 物 取 引 に関 連 す るぼ う大 なデ ー タが 加 盟国 と委 員 会 との間

で交換 され て い る。 これ らの デ ー タの あ る部 分,た とえ ば,農 産 物 価 格 ・課 税

率,数 量 規 制 輸 入 そ の他 の デ ー タは,共 同体 の農 業 お よ び通 商政 策 の設定 に と

って不 可 避 的 重 要 性 を もつ。 ま た,共 通 関 税用 語 と外 国 貿 易 統 計 な どの他 の デ

ー タに よ り日常 的 性格 を もつ。 関 税同 盟 と共 通 農 業 政 策 の管 理 に必 要 な多 量 の

情 報 が 最 近,タ イ プ文 書 あ るい は テ レ ックス ・メ ッセ ー ジの形 で 交換 され てい

るが,多 くの場 合,加 盟国 が い った ん接 受 した これ らの情 報 は,各 国 の コ ン ビ
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ユ一夕へ のデータ と して イ ン プ ッ トされ る とい う も うひ とつ の方 式 で 再度 対 話 の

対 象 にな っ てい る。 した が って,も しも,共 同方 式 で デー タ処 理 とデ ー タ 伝送

の先 端 的方 法が 委 員 会 と加 盟 国 で適 用 さ れ るな らば,共 同体 全 体 と して の有 効

な経 費 節減 が達 成 され うるは ず で あ る。

1.1.2さ らに は,農 業 分 野 で の輸 出 入 に 関す る基 礎 的 情報,す な わ ち,緊 急 か

つ 重 要 な共 同体 の政 策決定 に必 要 な 情報 の適 時適 正 な方 式 で の 入手 が 不可能 な

のが 現 状 で あ る。

1.1.3不 正 行 為 取 締 ま り もまた,そ の効 果 的 発 見 のた め に適 時 性 に 富 ん だ情 報

を必 要 とす る も うひ とつ の 重 要 な分野 で あ る。

L1.4加 盟 国 のほ とん どが,コ ン ピ ュータ ・シス テ ムの 開発 を急速 に推 進 して

い るが,そ の 中 に は 非常 に 進 ん だ ものが あ り,自 国 の関 税 お よび 統 計管 理 上 の

必要 性 を十 分み た し てい る。 あ る加盟 国 は また,農 業 分 野 で の よ り広 範 な コ ン

ピュー タ利用 の可 能 性 につ い て研 究 を 進 め てい る。

1.1.5加 盟 国 のほ とん どが 委 員 会 との 情報 交 換 のた め の よ り高 度 な コン ピュ ー

タ お よびデ ー タ 伝送 折 衝利 用 の 可能 性 開 発 に関心 を表 明 して き て い る。 また,

あ る加 盟国 は,EDPの 手 法 を駆 使 して加盟 国 間 であ る標 準 型 の輸 出 入 デ ー タ

を直接 交 換 す る シ ステ ムの 開発 に 関心 を よせ てい る。

1.1.6委 員 会 は,委 員 会 自体 の 目的 にか な うば か りで な く,加 盟 国 のた め に も

役立 つ よ うな 効率 的 サ ー ビス を 提供 で き る よ うな 方 法 で の独 自の デ ー タ処理 手

段 を組織 化 す る責任 を有 してお り,そ れ も可能 な か ぎ り,加 盟 国 が 利 用 して い

る多種 多様 な シス テ ム との互 換 性 が あ る もの で あ る こ とが望 ま しい わけ であ る。

1.1.7輸 出入手 続 の商業 化 に は行 政 府,業 界 お よび 政 界 に お い て も非 常 に大 き

な 関心 を示 して い る。

1.1.8加 盟 国 と委 員 会 は今 後 も継続 的 に,未 来 予 測 の た め のそ れぞ れ独 自の

EDPシ ス テ ム開 発 の願望 を留保 す るこ とに な ろ う。 これ らの 開 発 が遅 延 され

るべ き正 当 な理 由は な い が,何 をさ て おい て も,共 同 体 全体 の枠 組 の設 定 が 緊

急 を要 す るわ け で あ り,そ うす る ことに よっ て,は じめ て,共 同体 の要 請 が 加
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盟国 の デ ザ イ ンに な る新 しい シ ス テ ム と完 全 に連 結 す る こ とが 可 能 に な るの で

あ る。

o

1.2委 員 会 に お い て な さ れ るべ き作 業

1.2.1上 記概 説 の 状 況 に か ん が み,委 員 会 は独 立 の コ ンサ ル タ ン トに よる2つ

の相 関的事 前 サ ーべ 一 を実 施 し,そ の 中の ひ とつ が 丁度 完 了 した ばか りで あ る。

第 のサ ーベ ーは,共 同 体 の輸 出 入情 報 シ ステ ム開 発 のた め の戦略 概観 を 目的

に 設 計 さ れ て お り,第2の サ ーベ ー は,よ り特 殊 な もので あ り,共 通 農業 政 策

とそ の財 務 統 制 の ア プ リケー シ ョンと管 理 分 野 で よ り効 果 的 に 活 用 され うる コ

ン ピ ュー タ活 用方 法 の 開発 の た め の もの で あ る。

1.2.2こ れ らの サ ーべ 一 と丁度 明 らか に され た そ の結 果 は,輸 出 入 と農業 分 野

で のEDP開 発 に 必 要 な共 同体 枠 組設 定 の 緊急 性 を確 認 す る と と もに,あ る程

度 詳 細 に この枠 組 の 開発 に 必 要 な手1順お よび 不 可避 的 な 中短 期 に わた る改 善 努

力 の必 要 性 を示 唆 してい る。

1.3要 請 され る多様 な活動

L3.1中 短期 の必 要性 をみ たすシステ ム開発 の必要性 は絶大であ り,輸 出入 と

農産物市場 の管理 とその財務 統制 に関す る情報 とデータの加盟国 と委員会 の開

発作業 とい う必要 性は可急的速 かに促進されなけれ ばな らない。 それ故,中 短

期 の方策が適 切で ある よう心 がけ るこ とが肝 要であ る。

1.3.2長 期的必要条件 をみた し,調 整,互 換的 システ ム開発に必要な共同体 の

枠組 を設定す るた めには,加 盟国それぞれ と委 員会 に鉛け る より包括 的な必要

条件 に関す る詳細 な研 究が また要請されるこ とにな る。 この作業の規模 と性格

は,上 記の概説 内容に沿 った研 究に よって補 足 され るにた る正常な共 同体委員

会が必要 とす る機種 と考えれば よい わけである。事 前サ ーベーの結果 は本格的

研究 の参考 に供 す る ものとな るに相違ない。

一29一



皿、 プ ロジ ェ ク トの 内容

皿.1事 前サ ーベ 一 中 に そ の基 礎 と して収 集 した 情 報 を活用 しなが ら,長 期的 か

つ 本格 的研 究が,各 加 盟 国 と委 員 会 にお い て,次 の分 野 を包 含 して実施 され る

ことが 望 まれ る。本 研 究 に 関 す る詳細 な仕様 書 は の ちほ ど,利 用 者技 術委 員 会

とプ ロジ ェ ク ト ・マ ネ ジ ャ ー に よって 明 らか にさ れ る。

皿.1.1加 盟 国 と委 員 会 が使 用 中 あ るい は 計画 中 の基 本的 機 能 あ るい は サ ブ ・

シ ス テ ムの 目録 化 。(こ の 種 の機能 に は,た とえば,通 貨交 換,関 税計 算,

数 量 制 限 な どが 含 まれ る。)

皿.1.2加 盟 国 と委 員 会 と の間 で 伝送 さ れ るこ とが 要請 され る情報

ll.1.32.1.1と2.1.2に も とつ く,輸 入 ・輸 出k・ よび農 産 物 市場 の管理 とそ

の財 務 統制 に必 要 な共 同 体 シ ステ ムに 不 可欠 な要 素弾 力性 と機 密 性 とが この

種 シ ステ ムの キー ポ イ ン トに な る。)

皿.1.4こ れ ら要 素 の実 施 上 の 優先 順 位

U.1.5第3国k・ よび 第3者(た とえ ば 航空会 社)と も交換 可 能 な デ ー タ

ll.1.6次 の よ うな 要 素 を包 含 す るシ ステ ムの必 要 条件

一内 容
,タ イ ミン グ お よび イ ンプ ッ トとア ウ トプ ッ トの量

一フ ァ イル の類 型 と内容

一処理

一コ ミ
ュ ニケー シ ョン

ー イ ンタ フェー ス/リ ンク

ー信 頼性
,機 密 性,有 効 性 そ の 他 の 必 要条 件

一責任 性 と財 務 統 制

一コー ドと標 準.

皿.1.7輸 出 入お よ び財 務 統 制 を含 む農 業 管 理 情報 シ ステ ムの 開 発 に 必要 な共

同体 全 体 の枠 組 に 関す る勧 告 の基礎 と して の代 替 的 シ ステ ム戦 略 の概 説

ll.1.8新 しい共 同 体 シ ステ ム の 開発 とそ こか ら発 生 す る問 題 の解 決 の た め の

日程 表
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,

H.L9た とえ ば,関 税処 理 の た め の コ ン ピュー タ ・タ イ プセ ッテ ィン グ,ソ フ

トウェア の一 般 化 な ど,シ ス テ ムの開 発 上 の 分担 制 の可 能 性。

ll.1.10共 同体 輸 出 入お よび農 業 シス テ ムの 実 現 に必 要 な勧 告 案 の 決 定。

皿.1.11経 費,利 益 お よび他 の 意義

皿.1.12研 究 の範 囲 と方 向 に 関 す る利 用 者 技 術 委員 会 が 事 前研 究,そ の経 験

(特 に,こ れ ら研 究 の結果 と して採 用 され た 中短期 活 動 の経 験 冶 よび 共 同体 の

要 請 とを考 慮 して お こな うで あ ろ う提 案 につ い て の総 合 的検 討

共同体に おけ る法的文書検索 システム設計要請に 関す る研究

本 プ ロジェク トは,加 盟国に存在す る要 請 と共 同体 全体 の情報検 索 システム開発

のための一般的枠 組の描写 とい う目的 をと もな った共 同体 の制度 に関する本格 的研

究を包 含す る もので ある。

1.概 要

1.1共 同体法は,欧 州共同体 それ 自体の設定に関連す る最近 の創設であ る。加盟

国 におけ る法的設定 を も包含す る本法 は,図 書館企業な どの本法 の重要 な利用者

に対 してと同様 に,公 的機関,大 学 お よび法律実務家に対 す る新 しい規定 をもも

りこんでい る。各 加盟国は,特 に,そ れぞれの国家計画に関す る共同体法のイ ン

パ ク トにつ いて正 確かつス ピーデ ィに承知 しなければな らない。 そ して,実 務 め

要請 書式のいかんにかかわ らず,こ の種情報 に対す る速かな るア クセスは加盟国

利用者 に とって必須事 項 となってい る。

L2共 同体 法 の急 速 な 設 定 を考慮 しての マ ニ=ア ル手 法 を駆 使 した この種 情報 の

持続 的 最 新 化 は もは や 困難 にな っ て きて い る。 この 問題 の一 例 が,共 同体 制度 に

よっ て採諾 され た25,000の 項 目か ら成 っ て いた そ れ まで の共 同体 法 に対 して

の1973年 に おけ る4.000に の ぼ る新規 項 目の追 加 で あ る。条 文改 定 の正 規
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の最新化 は,実 行不可能 を理由に理事会事務 局に よって放棄 された。

1.3こ の問題 は共 同体制度 に限 らず,全 加 盟国に± って も共通の問題 であ り,共

同体全体 に影響す る共通 システ ムの設定 が緊急に必要 である。共 同体法律文書 の

適 時配布,そ のための必要書式 と用語 の決定 は決 して単純な仕事 ではない。言語

問題 は,法 解釈な どの分野での付加的困難 を創出 させ ることにな る。
■

L4こ の問題 とその重要性 の緊急性 を容認 した欧 州議会は,理 事会 に対 して,共

同体 司法裁判所 との密接 なる協 同作業 を前提 と した共同体 におけ る情報配布分 野

での一層 の努 力を求め る決議(1974年6月 第38号)を 通過 させた。

1.5委 員 会 と加 盟国 の活 動

他 機 関 との協 同作 業 を進 め な が ら,委 員 会 は,共 同体 の制 度 上 の必 要 性 と基本

的 に対 決 させ る(CELEXと 呼 ば れ る)コ ン ピュー タ ・ベー スの 法律 文 書検 索 シ

ステ ム を設置 した。 完 全 テ キ ス トは 単 二言 語 で貯 蔵 され てい るが,題 名 と主 題 は

多 様 な共 同体 言語 で の 索引 に お さ め られ て い る。 システ ム と情報 に対 す る直接 的

ア クセ ス は,制 度 の サ ー ビス に 限 定 さ れ て い る。

1.6同 時 に,あ る加盟 国 は,立 法,あ るい は法 制 をあつか う国 家 的 シ ステ ム を開

発 して き てい る。

必 要 条 件

L7共 同体法 の よりよき配布 とい う緊急な要請に対応す るためには,全 加盟国 の

利用 者に もア クセス可能にな るよ うに この分野の情報要求 をみたす上 で必要な研

究 を推進す ることが もっと も当 をえてい る。 さ らに,立 法お よび法的構造 は加盟

国それぞれに よって異な るが,共 同体 内経済統合 の進展 と国内法 と共 同体 法 との

調査 と相 互関係の拡大 に共 同体規範 確立 を より望 ま しい ものに し,あ るいはまた,
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国家 シ ステ ム と共 同体 シ ス テ ム,特 に デー タ組 織 とそ れ へ の ア クセ スに 関す る互

換性 の 必要 性 を増 大 させ る こ とに な る。

長期 的 に も,実 用可能 な コ ン ピュー タ化さ れ た 技 法 を活 用 しなが ら共 同体 内 の

法 的 文 書 の体 系的 相 関関 係 を確 立 す る こ とは望 ま しい こ とで あ る。

●
L91974年11月26日,理 事 会 内 で 開 か れ た カ ン フ ァ レ ンスに お い て,加

盟 国法 務 大 臣 は,他 事 項 を も含 め,法 的 情報 の コン ピ ュー タ化 さ れた 多制 度 間 シ

ステ ムの設 置 を 確 認す る決 議 を採択 した。 す な わ ち,加 盟 国 法 相会 議 は,常 設代

表 者委 員 会 に対 して予 備 的 調 査 報告 書 の提 出 を義 務 づ け られ た 作 業 グル ー プの 創

設 を決 定 した の で あ る。

110同 決 議 は,同 じ 目的 の 提 案 をお こな お うと してい る共 同体 委 員 会 の 意 図 に

つ い て付 言 して い る。 同委 員 会 は,下 記 に お い て 明 らか に さ れて い る よ うに,理

事 会 内 の作 業 グル ー プに と って問 題 の デ ー タ処 理 を め ぐる諸 問題 と加盟 国 の 必 要

性 に関 す る体 系 的 研 究 の実 施 が大 前 提 とな る とす る見解 に た ってい る。 この よ う

な研 究 が あ って は じめ て,作 業 グ ル ー プの 迅 速 な る効果 的 実行 提案 提 出が可 能 に

な るわ け で あ る。 そ して ま た,作 業 グル ー プは,研 究提 案 の技術 的 局面 につ い て

支 援 す るため に任 命 され る利 用 者 技 術 各委 員 の 意 見 を 聞 くこ とが で き るので あ る。

皿.プ ロ ジ ェ ク ト の 内 容

必要事 項の本格的 研究

ll.1共 同体 法 律 情 報 分 野 の開 発 に かか わ る研 究 は 次の ご とき使 命 を考 慮 す る もの

とす る。

皿.1.1加 盟 国 の法 律 文 書 セ ン ター で使 用 中 の デ ー タ処理,あ るいは ま た他 の シ

ス テ ムの 目録 を作 成 し,加 盟 国 の将 来 開 発 計 画 を記録 す る。

ll.1.2利 用 者(機 関,政 府 部 局,専 門機 関 そ の他)の 内容 の類 型,発 表方 式 そ
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の他 に 関 す る要 求 を喚起 し,分 析 す る。

U.1.3共 通標 準 決 定 の 基礎 と して,こ の種 の分 野 に関 連 して欧 州 お よび 国 際 的

水 準 で 利 用 され て い る フ ァイル交 換 お よび 情 報 選択 のた めの 技術 的 そ して ドキ

ュメ ンテ ー シ ョン上 の標 準 に 関 す る シ ステ ム情 報 を収 集 し,統 合 す る。

ll.1.4加 盟 国 の採 用 を促 進す るに た る技 術 的代替 案 と評 価 を包 含 した,加 盟 国

へ の ア クセ ス を前提 とす る全 共 同体 の 相 関 シス テ ムの段 階的 か つ体 系 的設 定 を

目的 と した長 期 開 発 プ ロ グ ラム を提 案 す る。 もし も,ネ ヅ トワー クの利 用 の必

要 が生 じる場 合 には,EURONETとCOST11な どの 共 同体 関 係 機 関 に よ

って設 置 ずみ の ネ ッ トワ ー ク利 用 の可 能 性 を考 慮 しつつ,そ の技 術 的 特 質 に つ

'い て の研 究 が な さ れ るべ きで あ る
。

ll.1.5法 律 関 係 文書 の検 索 の ア プ リケー シ ョンの特 質 とそ の 必要 性 に 関 連 す る

ソ フ トウェア の 開発 に あ た っ て は,試 験 ・評 価 を原 則 にす べ く勧 告 す る。

皿.1.6開 発 各 段 階 に 必要 な経 費 と時 間 に関 す る見積 りをお こな い なが ら,共 同

体 に お け る シ ステ ム開 発 の段階 的 優先 順 位 につ い ての特 別 な 提 案 をお こな う。

皿・1.6こ れ らの 提案 は,全 公 用語 を用 い て共 同 体 の よ り広 範 な利益 に 見 あ うと

い う見地 にた った委 員会 の実際 的 シス テ ムの拡 大 と開発 お よび加 盟 国 と して共

同体 法 への 効果 的 ア クセ ス を可 能 にす る関 連技 法 の拡 大 と開発 を包含 し うる も

ので ある。

■

1皿.委 員 会 に よる付 加 的 活 動

上 記提 案 の 開発 研 究 に加 え て,法 律 条 文 を異 な る共 同 体言 語 に 翻訳 し,こ れ ら

を 加 盟 国 に迅 速 に配 布 す る ため に 適 当 な メ デ ィア(た とえ ば,磁 気 テ ー プ)に お

きか え るた め に も,既 存 の 法律 文 書 検 索 シ ス テ ムの開 発 に必 要 な作 業 が あ る。 こ

の よ うな 実際 的 方 法 に よっ て,主 要 システ ムの最 終 的 開発 が 可能 に な る の で あ る。
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1980年 代 に お け る航 空 管 制 の た め の オ ン ラ イ ン ・デ ー タ

処 理 シス テ ム の研 究

プ ロジ ェ ク トの要 約

この プ ロジ ェ ク トは1980年 代 の航 空管 制 に要 求 さ れ る代 替 デ ー タ処 理 シ ステ

ムの設 計 を開 発 す る に 当 り,そ の可 能 性 と正 当性 を決 定 す る とい う 目的 を持 った初

期 の研 究 で あ る。

この プ ロジ ェ ク トの継 続 期 間 は18ケ 月 を要 す る もの と思 われ る。

1.序

1.1ヨ ー ロ ッパ で は,航 空 管 制 に対 す る責 任 あ る監 督 官 庁 の大 部分 は1980年

代 の後 半 に は 主 要 航 空管 制 デー タ処 理 シ ステ ムの 交替 を予期 してい る。 そ の上,

この期 間 中に 現行 航 空管 制 デ ー タ処理 シ ステ ムは,さ らに複雑 化 してい く航 空 管

制 に おけ る機 能 的 な要 求 の ため の パ フ ォ ー マ ン ス を高 め るた め に,継 続 的 な改
八

苦 を 加え ね ば な らな い で あ ろ う。

現 在 の シ ス テ ムは,過 去15年 間 に渡 り,さ ま ざ ま な開 発 を も とに して 成 り立

った もの で あ る。 これ程 長 く開発期 間 を要 して い る こ とは,と りもなお さず現 行

の シス テ ムが 要 求 して い る必要条 件 の 複雑 性 と開発 事 業 お よび研 究 に対 す る絶 え

間 な き必要 性 と を示 して い るの であ る。

1.2将 来 の航 空 管 制 デ ー タ処理 シス テ ムの 設 計概 念erCfo"け る重 要 な変 化 は,k－ そ

ら く今後 は技 術 的 進歩 の影 響 や航 空 環 境 の変 化 に よる もの と予 測 さ れ る。 そ れ 故,

航 空管 制 シ ステ ムは 高度 な 信 頼性,大 きな処 理 速度 と有 効性,適 応 性,そ れ に拡

大 性 とい う特 色 を要 求 す るデ ー タ処 理技 術 を利 用 す る こ とに重 点 を置 くよ うに な

る と思 わ れ る。

1.3デ ー タ処 理 が 要 求 してい る本 質 に おけ る今 後 予 測 され る変 化 に対 応 す るた め

に,欧 州 に お け る い くつ か の 監督 官 庁 は既 に独 力 で 現 行 の シ ステ ムや サ ブシ ステ
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ム に対 し改善 と高揚 を 目的 と し,1980年 代vateけ る必要 に立 向 って シ ステ ム

を連 続 的 に最 新 の もの に す る た め の研 究 を行 な って い る。

1・4航 空 管制 デ ー タ処 理 シ ステ ムの 開発 は,世 界 中 のほ とん どの国 が 自力 で引 き

受 け る こ とが 出来 な い 程 の 膨 大 な 出 資 を必 要 として い る。 準備 金が 整 った ときに

は,欧 州 レベ ルで の共 同 開 発 が可 能 であ る か も知 れ な い。 そ れ に付 け 加え,欧 州

全 体 にわ た る よ り同質 的 な シ ステ ムが 開 発 され た な らば,欧 州 中 に膨 大 な デ ー タ

を転 送 した り,本 質 的 に 国 際的 な 性 質 を持 つ 必要 条 件 を獲得 す る こ とが可 能 に な

れ ば運営 上 の有 効 性 に お い て も得 る と ころが 多 い で あ ろ う。

金

1.5そ れ 故,EEC加 盟 国 の政 府 と欧州 の政 府機 関(Eurocontrol)と に と っ

て,共 同 で研 究 をす る ことが 有 利 で あ る。 共 同体 のデ ー タ処理 政 策 に 関 して いえ

ば,欧 州 産 業 はそ れ に 参 加 し,且 つ あ るい はそ うい った プロ ジェ ク トか ら恩 恵 を

受 け る こ とが極 めて望 ま しい。 何 故 な らば,そ うす る こ とに よって 高度 な デ ー タ

処 理技 術 に おけ る経 験 とか能 力 を非 常 に高 め るば か りで な く,航 空 管 制 デ ー タ処

理 シ ステ ムの応 用技 術 が要 求 す る もの を満 た す面 に おけ るそ の 究極 的 な役 割 を決

定 す る もので あ るか ら。 そ の よ うな研 究 の結 果 と して,あ る種 の モ ジュー ルあ る

いは サ ブ システ ムの 開 発 が検 討 さ れ る こ とに な るで あ ろ う。 これ らは 叉,さ らに

広範 な応 用 が可 能 な航 空管 制 デ ー タ処理 シ ステ ム にお い て も有 効 な もの とな るで

あ ろ う。 そ の 逆 も言 え るの で あ る。 そ の場 合,非 航空 管 制 デ ー タ処 理 の た め に 開

発 され た サ ブ システ ム は1980年 代 の代 替 シ ステ ム に関 して予 測 され た 必要 条

件 に適 合 で き る よ うに 極 めて 有 効 に応 用 さ れ るで あ ろ う。

1・6研 究 の 目 的

先ず最 初に研究すべ きこ とは欧州 における設備 と専門技術 を利用す るこ とに よ

って開発され得 る現行の航空管 制デ ータ処 理 システ ムを替え るた めの究極的な設

計 明細書 を作成 する可能性 と正 当性 を決定す ることで ある。航空管 制デ ータ処理
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シ ステ ムを 開 発 す る の に要 求 され る概 念,技 術 は デ ー タ処 理応 用技 術 の 中で も最

も高度 な もの に 属 す るの で,そ の研 究 に参 加 す る こ とに よって,産 業 が 結果的 に

受け る他 の デ ー タ処 理 応 用 市場 にお け る利 益 は非 常 に 有 意義 な もの に な るで あ ろ

う。 この プ ロジ ェク トを推 し進め る こ とに よって,結 果 的 には さ らに 研 究 をす す

め る分 野,例 え ば サ ブ シ ス テ ムに おけ る よ うに開 発 す べ き特 定 の領 域 が 確定 す る

こ とに な るで あ ろ う。

しか しなが ら,さ らに い か な る研 究 あ るい は 開発 を推 し進 め る にせ よ,そ れ は

初 期 の研 究 か ら生 じた結 果 の評 価 に基 づ く今後 の決 定 を待 つ 問 題 で あろ う。

1.7こ の初 期 の 研 究 に お い ては,航 空 管 制 デ ー タ処 理 シス テ ムの 必要 条 件 全 体,

お よび 中央 処 理 シ ス テ ム を替 え る こ とに 最 も重 点 が 置 か れ る こ とに な るで あ ろ う。

そ の研 究 の ア プ ロー チ と設 計 には,主 要 シス テ ムの 予期 され る開 発期 間 に当 って,

改 良 され た もの と して設 置 さ れ る現 在 お よび 計 画 中 の将 来 の サ ブ シ ステ ムの 両 面

に また が る充分 な柔 軟 性 を考慮 に 入 れ られ なけ れ ば な らな い。 した が って,そ の

研 究 は 中央 シ ステ ムの 設 計 に 重 大 な影 響 を与 え得 るサ ブ シ ステ ムの 将 来 に おけ る

開発 を考 慮 に 入れ る べ きで あ る。

丑 そ の プ ロ ジ ェ ク トの 内 容

広 範 囲 に わ た る研 究 の 詳細 な プ ログ ラムは技 術委 員会(皿.実 践 方 法 を参照)

で決 定 さ れ るで あろ う と して も,そ の研 究の 相 互的 展望 と方 向 の概 要 は 以下 の通

りで あ る。

■1意 図 してい る機 能 に 関 す る現 行 のそ して計 画 中 の シス テ ム評 価,航 空管 制 デ

ー タ処 理 シス テ ム,シ ス テ ム コ ンポ ー ネ ン ト設 計,お よび 技 術 にお け る現在 の 開

発,お よび 世界 的 な規 模 にお い て予 測 され得 る将 来 の傾 向 の評 価,何 故 な らそ れ

らは 最終 的 な 中央 シス テ ムの設 計 技 術,す な わ ち実 時 間概 念 お よび技 術 にお け る

開発 の方 向 に お そ ら く影 響 を及 ぼ す か らで あ る。 実 時 間デ ー タ処理 シス テ ムお よ

び航 空 管 制 デ ー タ処 理 シ ステ ムの 広 範囲 にわ た る機 能 的 必要 条 件 の ステ ー トメ ン
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＼

テ ー トメ ン トに おけ る現 在 の傾 向 に 関 す る再検 討,お よび 評 価 。

■.2ユ ー ザ ーの要 求 の イ ン プ ッ トか ら得 られ る将 来 の 航空 管 制 環 境 の特 徴 を参 考

に して,中 央 デ ータ処 理 機 能,そ れ らの 周囲 の サ ブシ ステ ム との相 互作 用 お よび

総合 的 デ ー タ処 理 シス テ ム環 境 に対 す るそ れ らの影 響 を見 極 め る こ と。

]1.2.1例 え ば,デ ー タベ ース の 必 要条 件,主 要 な パ ラメ ー タ(サ イズ,メ イ ン

テ ナ ン ス等 々),お よび そ れ らに影響 を 与え る外 的要 因 即 ち 自動 制 御 に よる地

対 地,地 対 空 のデ ー タ交 換,レ ーダ ー デ ー タ伝達 シ ステ ム,そ し て い く つか

の シ ス テ ムの連.緒締 に 関 す る諸 問 題。

丑2.2デ ー タベ ー ス の外 部 に存 在 す るサ ブ シス テ ム機能(ハ ー ドウ ェア とソ フ

トウ ェア)の 役 割,お よび総 合 的 な シス テ ム設計 と構造(す な わ ち,要 求 され

る イ ン ター フ ェー スの 型,ソ フ トウェ ア とハ ー ドウ ェア の融 合,特 殊 な ソフ ト

ウェア の種 類 等 々)に 対 す るそ れ らの影 響 を見 極 め よ。 そ うい った サ ブ シ ステ

ムの 例 としては,

。EDD及 びPlan-Viewデ ィス プ レー,そ れ に デ ー タ 入 力。

。特 殊 目的 のた め の イ ンタ ー フ ェース 装 置 。

。将 来 の衝突 の予 測 お よび解 決 のた めの プ ロ グ ラム。

。レー ダ ー誘 導 プ ロ グ ラ ム,操 作 上 のデ ー タデ ィス プ レー論 理 プ ロ グ ラ ム,等

々 ・一 ・・ ・ …o

皿3コ ン ピュー タあ る いは ソ フ トウ ェア・システ ム設 計 に お け る重要 な変 化 の予 測

を見極 め よ。 その為 には,将 来 の 航空 管 制 デ ー タ・シス テ ム の応 用度 を決 定 す る特

殊 な研 究 が 必要 とな る で あ ろ う。 例 えば,極 め て膨大 なそ して廉価 な メモ リー の

影 響,間 違 い を許 して くれ る シス テ ム,そ して 自己 診 断 お よび 自己修 復 の能 力 を

持 った シス テ ム等 々… … …。

正4欧 州産 業 の(ハ ー ドウ ェア お よび ソ フ トウェアに お け る)生 産 能 力 お よび 開
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発能 力を再検討 し評 価せ よ。 そ して現在 の製 品お よび概念,あ るいは現在開発中

の製品に よって将 来のデー タ処理 の必要条件に 見合 う能 力を欧 州産業が持 ってい

るか ど うか評価せ よ。特に技 術お よび能 力におけ る欠陥,あ るいは弱点 に焦点が

あて られ るべ きである。

■.5将 来 の 世 界 に おけ る 開発 と予 測 され る欧 州vak・ け る技 術 的 可 能性 を 考慮 しつ

つ,そ れ ぞ れ異 った い くつ か の選 択 をす る とい う二 者 択 一 的 な シス テム'アプ ロー

チ戦略(す な わ ち,中 央 化 シス テ ム と分 散 化 シ ステ ム)を 概 括 し評 価せ よ。代 替

シス テ ムの 究極 的 な設 計 明 細書 に ま で到 達 す る研 究 お よび 開 発 の初 段 階 におい て

な され るべ き,将 来 の 開 発事 業 の枠 組 を作 る よ う勧告 す る こ と。

H.6技 術的 な指導委員会が 提案 する研 究の見通 しと方 向に関す る他 のいかなる総

合 的な考慮 も欧州におけ る経験 と要求 とに基 づ くものである。

皿.実 践 方 法

皿・1こ の研 究は広範 囲にわたる欧州 の産業技 術 とそれ に関連 した経験 を代表す る

高度 な専門技術者 のチー ムの手に託 されるこ とにな る。

皿2実 際 の研 究 契約 は,競 争 的 な 性 質 を持 った もの に な るで あ ろ う。 プ ロジ ェ ク

トの管 理 責 任 者 は請 け 負 われ た 研 究 を管 理 す る た め,委 員 会 に よっ て任 命さ れ る

もの とす る。 管理 責 任者 は デ ー タ処 理 に お い て高 度 な 経験 を持 ち,出 来 るな らば

航 空管 制 に 関 連 す る事 柄 に 充分 な知 識 を持 つ 人物 で あ る こ とが 望 ま しい 。 また,

彼 は 各 国 の 航 空 管 制 当 局,お よびEuroc・ntrolの 技 術 部 門代 表 者 に よって構 成

され る技 術 委 員 会 の補 佐 と指 導 を受 け る。 さ らに,航 空管 制 政 府 機 関 を含む 加 盟

諸 国 の 専 門技 術 者 の援 助 の 手 が 適 切 な技 術 的 バ ラン ス を保 つ た め に,特 殊 な問 題

に 関す るア ドバ イス を与 え るべ く,必 要 な とき に は そ の プ ロ ジェ ク ト・チ ー ムに対

して 差 し延 べ られ るべ き で あ る。
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コン ピ ュー タに よ る 自動 設 計 技 術 に お け る開 発 研 究(CAD)

プ ロジ ェ ク ト要 約

この計 画 は コ ン ピ ュー タに よる 自動 設 計 技 術 の分 野 に おけ る研 究 の う ち,特 別 な

二 つの重 要 な領域 に存在 す る二 つ の独 立 した 開発 研 究 を含 ん で い る。 これ らの研 究

の 目的 は,二 つ の重 要 な領 域,す な わ ち論 理 回 路 設 計 と統合 設計 シス テ ム管 理 に お

け る プ ログ ラ ム開発 の経 済的 利益 を定 義 し評 価 す る こ とで あ り,か つ今 後 の 開発 の

為 の説 明 書 を作 成 す る ことで ある 。

この計 画の 作業 期 間 は12カ 月 と考 え られ る。

研 究ylra1

主 題 コ ン ピュー タに よる 自動 設 計 に おけ る論理 回 路 設計 の研 究,定 義 及 び 評価

1.1序

1.1・1問 題 点

資本 設 備 及 び労 働 の 両方 の コス トが 上 昇 した 為,よ り一般 的 な 自動 化 さ れた

設備 へ の移 行 が促 進 さ れ た。 そ の よ うな益 々複 雑 な設備 に 対 す る,よ り高度 な

精密 さ,及 び よ り厳 格 な管 理 とい う要 求 か ら,デ ジタ ル論理 シス テ ムの使 用 は

急 速 な 発展 を遂 げ た。

1.1.2そ の よ うな論理 シス テ ムの設 計 は 以下 の よ うな作 業 に分 け られ る で あろ

う。

一概 念 的 な論 理 問 題 の表示

一 定義 的 な論 理 シス テ ム設 計 の開 発

一論 理 シス テ ム設 計 の シ ミ ュ レー シ ョン

ー特 定 の技 術 分 野 に おけ る論 理 設 計 の実 行 と最 適 化

一論 理 シ ス テ ム の ハ ー ドウ ェ ア の作 成時 に 要 求 され る設 計 手法 及 び計 画 の

準備

これ らの作 業 の うち,最 初 の二 つ の も の につ いて は,設 計 を助 け る よ うな も

の は 開発 され て い ない 。 シ ミ ュ レー シ ョ ン及 び最 適 化 の作 業 に おい て,方 針 の
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変 更 が 考 え られ るか も知 れ な い。

1.1,3設 計者 が 設 計 した シス テム は,規 模 的 に も大 き くな り,よ り複 雑 に な っ

てい くけ れ ど も,そ こに おい て設 計者 は技 術 の 選択 の範 囲 の増 加 と,論 理 パ ッ

ケー ジの速 さ と複 雑 さ に 直面 す る。設 計 者 は,シ ス テ ム分析 し,検 定 す る こと

が 全 く困 難 で あ る とい う結 果 に対 し,経 験 と直観 に頼 るの で あ る。そ れ故 ・ シ

ミ ュレー シ ョンや テ ス ト用 の作 成 に払 わ れ た 努 力 は,明 確 な 設計 を し よう とす

る こ とで あ る。

1.1・4形 式 的 な設 計 技 術 は,何 年 間 も文 献 上 の主 題 で あ り,か つ 予測 で き る行

動 につ い て の論 理 シス テ ムを作 成 可能 とす る技 術 は 存在 して い るが,し か しそ

の 手法 は,簡 単 な事 例 に 関 して論 文 上 に お い て応 用 で き るに す ぎ ない。

設 計者 が 必 要 と して い るの は,こ れ らの技 術 を,よ り大 規模 で,よ り実 用 的

な回路 へ と拡 張 す る こ とを可 能 に す る コ ン ピュー タの助 け で ある。 その よ うな

技 術 を 与え て くれ る コ ン ピュー タの助 け を考 え る こ とが で き る と した な らば,

シ ミュ レー シ ョン及 び検 定 に関 す る問 題 は,簡 略 化 さ れ るで あ ろ う。

1.1.5コ ン トロー ル ・シス テ ム の設 計者 が,そ の シス テ ムに よっ て コ ン トロー

ル され る シ ス テ ムの設 計 者 で あ る とい う こ とは,非 常 に まれ で あ る。 例 え ば,

自動 化 さ れ た倉 庫 の よ うな機 械 装 置 に携 る設 計者 は,論 理 的 な ソ フ ト ウェア,

ハ ー ド ウ ェ アの 設 計 に携 る とは思 え な い 。 論理 設計 そ れ 自体 の 問題 に密 接 に

関 係 す るそ の二 つ の 設 計者 たちのチー ムの 間 の意 思 の 伝 達 に 問題 が 生ず るので あ

る。 シ ステ ムが どの よ うに作 動 す るか とい う こ とを,あ い まい で な く明確 に記

述 す る とい うこ とは,論 理 の設 計 と同様 難 しい こ とで あ る。

そ れ故,高 レベ ル の 論理 記 述 言語 が真 に 要 求 さ れ て い るの で ある。 す な わ ち ・

そ の論 理 記述 言 語 は,機 械装 置 設計 者 と論 理 設 計 者 との 関 係 を あい ま い な もの

で ない よ うに し,も し失 敗 が避 け られ な くて,装 置 設 計 者 が論 理 設 計 に参 加 し

なけ れ ば な らな い時,そ れ を可能 に す るの で あ る。

1.1.6問 題 点 の要 約

要 約 す れ ば,複 雑 な シス テ ムの特 殊 な コ ン トロー ル と監 視 とを行 うのに 必 要
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とす る概 念 的 な論理 過 程 を表 示 す る こ とは困 難 で あ り,シ ス テ ム設計 と同様,

この過 程 を改 善 す るた め に コ ン ピュー タの助 け を必 要 とす る。 現 状 に拾 い て は ・

概 念 的 な論 理,す なわ ち シ ミ ュレ ー トで きる文 献 上 の もの と,検 定 す る こ とが

で き る原 型 の回 路 との間 には か な りの相 違が あ る。 そ れは,せ いぜ いで き て も

一 部 分 の予 測 しか で きな い と思 わ れ る し,一 般 的 な シ ミュ レー シ ョン を行 うこ

とが 必 要 とされ る段階 にお い て,手 助 け とな る ものが 欠 如 してい るか らで あ る。

1.1.7結 論

簡 潔 な答 は,設 計 を助 け る もの を作成 す る こ とで あ る。 しか し,全 部一 度 に

これ を試 み る こ とは 賢 明 では ない で あろ う。 統合 化 を改 善 す る試 み と して,形

式 的 な論 理設 計 を作 り上 げ る た め の 多 くの作業 が,欧 州及 び米 国 で行 なわ れ て

い る。 しか し多 くの問 題 が残 って お り,そ の可能 性 に対 して す ら多 くの設 計 者

の 間 に疑 いが あ る状態 で ある。

そ れ故,そ の解 決 法 と して は役 に立 つ 技術 の徹 底的 な研 究 を行 うこ とで あ り,

かつ 設 計者 た ちの 意 見 を検 討 す る ことは もちろ んの こ と,そ れ らの意 見 が 実 用 ・

イヒで き る ものか ど うか を評 価 す る こ とで ある。 研 究 の 根本 的 な 目的 は,も し開

発 さ れ る ことが望 まれ てい る な らば,ど の よ うに して さ らに 開発 して い くか を

提 言 す る ことで あ る。

1.Hプ ロジ ェ ク ト泥1の 内容

研 究 計 画 は以 下 の分 野 を考 慮 に 入れ るつ も りで あ る。

1.H.1企 業,大 学,研 究 セ ン タ ーで 行 わ れ る論 理 設計 作業 に対 し,検 討,評 価

を行 う。

1.ll・2使 用 中又 は 開 発 中 の全 て の ソ フ トウェ ア の質 的 な検 討 を し記録す る。(代

表 的 な 欧 州 の産業 組 織 を含 む)

1.E・3ソ フ トウェア 開発vak・ け る ギ ャ ップ を検 討す る。

1.ll.4ソ フ トウェア の移 転 につ い ての 助 言

1.U・5直 面 して い る設 計 パ ッケー ジの 問 題 を,現 存 し,か な りうま く作 られ て
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い る小規 模 の パ ッケー ジ,例 え ばPCB設 計,厚 い叉 は薄 い フ ィル ム設計 とい

う よ うな 設計 パ ッケー ジ とシ ミュ レー シ ョンや最 適 化 と同様,比 較 検 討す る。

1.n.6そ の よ うな シス テ ム及 び 伝送 イン ター フ ェ イス を補 うた め に必 要 とさ れ

る ハ ー ドウェア ・ハ イア ラー キ を検 討す る。

1.II.7こ れ らの 技 術 の 使 用 に よ って,成 し遂げ られ た 経 済 的 トレー ド ・オ フ を

検 討 す る。

1.II.8可 能 と思 わ れ6デ ー タ構 造 を検 討 す る。

1.ll・9実 現 可能 と思 わ れ る今 後 の作 業 及 び そ の利 益 に 関 して提 言 す る。

1.H.10以 下 の 経済 的 要 因 を評 価 す る。

論 理 設 計 者 に と っ て,コ ン ピュー タの手 動 け と して 如 何 な る ものが 考 え られ

るか を検 討す る ことが この研 究 の 目的 で あ るが,も しそ の よ うな手 助 け の 開 発

が可 能 で あ る とい う確 信 が無 い と した な らば,こ の研 究 の 目的 に もか かわ らず

そ の 手 助 け を提 案 す る こ とは非 現実 的 な もの とな る で あ ろ う。 論理 設 計 に対 し

て,CADの 応 用 か ら得 られ る経済 的 利 益 は,非 常 に大 きい と思 わ れ る。 転 送

ラ イン及 び装 置 等 に 対 す る同 期 論 理 シ ス テ ム の設 計 お よび完 成 は,現 在 の手 法

を持 っ て考 え る と した な らば,数 年 を要 す る と思 わ れ る。CADを 用 いれ ば,

この期 間 を数 カ月 に縮 小 す る こ とが で き るで あ ろ う。 さ らに最終 的 に完 成 され

る設計 は,維 持 費 の減 少,及 び準 備 時 間 の 削 減 を行 うこ とがで き る よ り信 頼性

の ある,よ り最 適 な 結果 を生 み 出す で あろ う。

1.皿.11こ の研 究 か ら生 じる共 同研 究 の経 済 的 利益 は,重 複 の除 去,言 語 に関

す る障 害,及 び 広 範 囲 で調 和 の とれ た 見解 か ら生 じる 伝送 の問 題 等 を得 られ る

こ とで あ る。
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研 究Ma2

主 題 コン ピュー タに よる 自動 設計 シス テ ム及 び そ の 作成 運営 に 関 す る研 究

2.1序

2.1.1問 題 点

コ ン ピュ ー タ技 術 の 用法 は,全 て の エ ンジ ニア リング教育 にお い て急 速 な発

展 を遂 げ てい る。 あ る分野,特 に建 設 業 に おい て は,他 の 分 野 よ りも,よ り広

範 囲 な ソ フ トウ ェア の応 用 が な され て い る。 製 造業 に おい て は,多 くの 独 自の

分析 及 び設 計 プ ロ グ ラムが あ り,例 え ば 有限 要 素分 析技 術の ような大 規模 な分

析 を時 々行 ってい る。 これ ら全 て の分 野 に おけ る現 在 の方 向 性 は,設 計 の最 初

か ら建 設及 び製 造 ま で とい う一 貫 した 過程 を考 え る とい うの で は な く,個 々独

自の コン ピ ュー タ ・ア プ リケー シ ョンを越 え た もの を 目指 してい るの で あ る。

2.1.2製 造 業 に お い ては,コ ン ビ=一 夕使 用 に よ る利 益 は,製 作 の為 の応 用,

在 庫管 理等 か ら生 じる よ うに思 わ れ る とい うこ とが確 認 され て い る。

2.1.3建 設 業 に 拾い て は,一 貫 した建 設過 程 を含 む方 法 の統 合 に徐 々に 向 って

い るの と同様 に,コ ン ピ ュータ使 用 の簡略 化 を 目指 した応 用 を統 合 す る必要 性

を感 じてい る。 製造 業 と同様,そ れは 全 過程 の製 作 に 関 す る もの で あ り,そ れ

は コ ン ピ ュー タ の 手 助 け に 対 す る,よ り高 度 の経 済 的使 用 とい う問題 が直 面 し

てい る もので あ る。(平 均 して,全 コス トの約10%に あた る。)

2.1.4造 船 業 に お い て も,同 様 な傾 向 を た どっ てい る 。独 自(叉 は,独 自の作

業用)の プ ログ ラ ムは,建 設 業 にお け る ものほ ど多 くは ない が,そ れ に もか か

わ らず,共 通 の設 計管 理 シス テ ムを通 じて の様 々な段階 で の統合 に おい て,優

れ た点 が認 め られ る。

2.1・5こ れ ら全 て の分 野 で 生 じる シス テ ム に関 す る問 題 は,シ ステ ムに対 す る

要求 が基 本 的 に 同 一 で あ るとい う事実 か ら,互 い に似 てい る。 しか し,現 在 の

大 規 模 な開発 と 同様,互 い に似 た よ うな 目的 で 開発 され た シス テ ム を知 ってい

る な らば,そ れ に よって,そ の よ うな 開発 に対 す る莫 大 な 作業 量 が明 らかに さ

れ るで あろ う。 そ の よ うな シス テ ムか ら莫 大 な経済 的 利 益が生 じるとい うこ と
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が 広 く認 め られ てい るけ れ ど も,高 価 な 開 発 コス トとい う点 か ら,そ の よ うな

仕 事 を引 き受 け る と思 わ れ る独 自の ユー ザ ーは い ない 。 製 造 過程 の 分析 及 び設

計 と同様,管 理 す る の を手 助 け す る 目的 で 設 計 さ れ た大 規 模 な コ ンピ ュー タ ・

シ ス テ ム専 用 の技 術 は,複 雑 で あ る と知 られ てお り,そ れ 故そ れ は 見 い 出す こ

とが 困難 な専 門的 意 見 を必 要 とす る。 事 実,ソ フ トウェア にお い て必 要 とさ れ

る経 験 は,関 連 の あ る もの の 開 発 か らのみ 引 き出 され る よ うに思 わ れ る。

2.1.6最 後 に,企 業 の 大 部分 に お い て 設計 の初 めか ら完 成 まで とい う ような,

全 製 作過 程 に おい て役 立 つ よ うな コ ン ピュー タの必 要 性 を徐 々に気 付 い て き て

い る。 しか し,問 題 の複 雑 さ,お よび 必 要 とさ れ る投 資 額 の大 きさ に よって,

企 業 は普 通,十 分 な政 府 の援 助 な しで プ ロ ジェ ク トの 開発 に従事 す る とい うこ

とを妨 げ られ て い る。 この プ ロジ ェ ク トで 論 じ られ る システ ムの型 は,最 も適

切 な もの と して,コ ン ピュ ータ に よ る設 計 及 び建 設管 理 シ ス テ ム と名 づけ られ

て い る。

コ ン ピ ュー タに よる 自動 設計 シス テ ム及 び管 理 シス テ ム との 関連 性

2.1.7そ の よ うな シ ステ ムに 対 して,簡 単 な考 察 を行 って み る と,そ れ は三 つ

の 主 な 部 分 か ら成 り立 ってい る と考 え られ る。

1)デ ー タ ・ベ ー ス

2)デ ー タ管 理 シ ス テ ム

3)応 用

2.1・8デ ー タ ・ベ ー ス は 二 つ の部 分 に分け られ る。 一 つ は定 数 又は 基 礎 デ ー タ,

も う一 方 は特 別 な プ ロ ジェ ク トに 対 しての み 関 連 の あ るデ ー タを含 ん でい る も'

の で あ る。

2.1.9デ ー タ管 理 シス テ ムは,そ の名 が 意 味 す る よ うに,ユ ーザ ーに対 す るデ

ー タ ・ベ ー ス を管 理 し ,ま た ユ ー ザ ーが 応 用 す る た め に用 い る機能 を与 え る。

デ ー タ管 理 シス テ ムは,特 別 な応 用 に必 要 とされ るデ ー タ を引 き出 した り,配

列 した りす る こ とは もち ろん,応 用 プ ログ ラムに よって作 成 され た 新 しい デ ー

タ を扱 い管 理 し,そ して デ ー タ ・ベ ー ス を更 新 す る。 現在,そ の よ うな シス テ
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ム の設 計 に対 して二 つ のア プ ロー チ方法 が ある。 一 つ は デ ー タ ・ベ ー ス を計 算

シス テ ムの重 要 な部 分 と して 用い,一 方 も う一 つ の ものに お い ては,デ ー タ'

ベ ースが 対 外 的 な応 用 と直接 結 び付 い てい ず,多 種 の異 っ た言語 で書 かれ て い

る。

2.1.10利 益

シ ス テ ムが,'設 計 及 び作 成 過 程 に お い て特 別 に応 用 さ れ た 時,そ の よ うな シ

ステ ムか ら生 じる と思 わ れ る経 済 的 利益 を評価 す る こ とは 困難 で あ る。 しか し,

特 殊 な 型 の建 築 の 設 計 お よび作 成 に役立 つ 互 い に似 た シス テ ムは,大 幅 な コス

トの節 約 を引 き起 こ した。

2.1.11建 設 業 に おけ る 設計 コス トは,そ の プ ロ ジ ェ ク トの 全 コス トの う ち平

均 して10%で あ る。 建 築 の 型及 び レ イア ウ トの 大 幅 な最 適 化 を行 うの に役立

ち,相 互 に 作 用 す る設 計 シ ステ ムの 使 用 に よ り,設 計 コス トを約6%削 減 す る

こ とがで きた こ とが,調 査 に よ って確認 され てい る。

2.1.12一 般 的 に 言 っ て,設 計 及 び建 設 管 理 シス テ ムの優 れ た 点 の一 つ は,設

計過 程 に おけ る早 期 の段 階 で 作 られ る デ ー タが,建 設 過程 を通 して役 に立 つ と

い うこ とで あ り,そ れ 故 に 設計 が か な り進 行 す るか,ま たは 完 了 す る以 前 にデ

ー タが役 に立 つ とい うこ とに よ り,建 設 過 程 に お け る設計 決 定 に影 響 を与 え る。

これ が 最終 的 な もの に 与え る影 響 は 大 き い。

2.1・13決 定 さ れ てし(る方 針 間 の連 絡 を改 善 す る こ とに よ り,リ ー ド ・タ イ ム ・

を減 少 させ る ことが で き,そ れ が 再 び 結果 と して 優 れた 設計 が作 られ る の で あ

る。 それ は,種 々の パ ラメー タの 相互 作 用 に よる最 適 化 に よる もの で あ る。

H・ プ ロ ジ ェ ク ト%2の 内容

2.■.1コ ン ピュー タ をベ ー ス と した設 計及 び建 設管 理 システ ムの 分 野 には,そ

れ のみ に限定 され た経験 と専 門的知 識 が あ る 。 しか し,そ の ような シス テ ムに

対 す る需 要 は 広範 囲 に渡 ってい る。 こ うい った 状況 に対 して,専 門知 識の源 お よ

び現 存 す る シス テ ム を認 知 す る た め に研 究 が 行 なわ れ る ので あ る。 す な わ ち,
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直面 して い る様 々な使 用 に対 し,共 通 の領 域 を 調 べ る こ とで あ る。そ れ故,概

略 的 な ア プ ロー チが可 能 で あ るか 調 べ るの で ある。 究極 の 目的 は,も しさ らに

開発 が 可能 で 望 ま しい と思 われ るな らば,今 後 どの よ うに 開発 してい くか を提

言 す る こ とで あ る。

2.H・2こ の 研 究は,共 同体 を通 して の調 査,開 発 組 織 は も ちろ ん,企 業 組織 も

含 む必 要 が あ り,以 下 の三 つ の フ ェイズ にお け る分 野 を含 む 。

2.且3フ ェ イズ1

一現 存 す る 専 門知 識 の源 を認知 し,導 き出 す。

一現 存 す る シ ス テ ムお よび 開発 中の シス テ ム を検 討 す る。

一 ソフ トウェ ア 開発 にお け るギ ャ ップ を認 知 す る。

一 ソ フ トウ ェア の移転 を考 慮 す る。

フ ェ イ ズ2

一 要 求 に 応 じるハ ー ドウ ェア及 び シス テ ム を検 討 す る。

一シ ス テ ム設 計及 び 応 用 プ ログ ラムの 規 模 との 関連 を検 討 す る。

一デ ー タ ・ベ ー ス とは独 立 した 応用 プ ロ グ ラ ム を扱 うた め に,シ ステ ムの経

済 的 利益 を 検 討 す る。'

フェ イズ3

広 範 囲 の もの を扱 うこ との で き る シ ステ ム概 要,及 びそ の 開発 の た め の戦 略

を作 り上 げ る。

AnnexB

デー タ処 理 プロジ ェク トに 関す る諮 問 委 員 会 設 立 に 対す る会 議 の 決 定概 略

欧州共 同体の会議

欧州経済共同体で設立 された条 約を顧慮す るこ と。

委員 会に よって提出された決定 を顧慮す る こと。

1974年7月15日 の会議決議 で承認 された ように,デ ータ処理 に関する共 同

体 の政策の設定 は,共 同体 の 目的の一つであ る。

この政策の一 部 として,会 議に よって採 用 された プ ログラムを満足 のい くよう実
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行 ず るた め に,委 員会 は 必 要 なデ ー タを 持 ってい な け れ ば な らな い が,そ の た めに

参加 国 の代 表 か ら成 って い る集 団 の協 力 を求 め るた め の 準 備が なけ れ ば な らな い。

デ ー タ処 理 プ ロ ジェ ク トに関 す る諮問 委 員 会 が,こ の 目的 のた め に設 立 され る べ き

で あ る。

この 決定 の採 用 に関 して

項 目1

本 文 以 下,評 議 会 と呼 ばれ るデ ー タ処 理 プ ロ ジェ ク トに関 す る諮 問 委 員 会 が設

立 さ れ る。

各 々 の参 加 国 は,評 議会 に 対 して一 人の 代 表 を任 命 す る。

各 々の 代表 は,プ ロジ ェク トの性 格 に応 じた 専 門家 又 は 顧問 の 援助 を必要 とす

る。

評 議 会 の議長 は委 員 会 の代 表 で あ る こと。

委 員 会 は評 議会 に対 し,事 務 局 の 役割 を なす。

評 議会 は,手 順 の規 則 を採 用 す る。

}項 目2

評 議 会 は,委 員 会 に よって採 用 さ れ たデ ー タ処理 プ ロジ ェク トの実 行 に関 し委

員 会 を援 助 す る。 特 に 次の よ うな もの に関 して手助 け を行 う。 オ リエ ンテ ー シ ョ

ン,開 発 の実行,及 び 目的 を定 め た 上 で の各 々の プ ロジェ ク トの完 成 。

項 目3

この決 定 は,影 響 を及 ぼ す ように な るで あろ う。

ブ ラ ッセ ル に て

会 議 を代 表 して

議長

一48－

s

`

"



し

必 要 資 金 の 見 積 リ

AnnexC

財 政 要 約 書 を見 れ ば,そ れ ぞ れ の プ ロジ ェ ク トに関 して予 測 され る経 費 の個 々の

見積 りが 載 せ て あ る。 これ らの経 費 の 中に は,技 術 経 費 お よび遂 行 に必 要 な経 費

(特 に請 負 い 人,設 備,プ ログ ラ ミン グ,プ ロ ジ ェク トの管 理 に 関す る諸 費用,等

々 … … …)の み な らず,管 理 費 用(特 に諮 問 委 員会,技 術 委 員会,事 務 同 等 に 関 す

る諸 費 用)が 含 まれ てい る。

財 政 要 約 書

も

1.予 算 に 関 係 した 部署:第390条

2.プ ロジ ェ ク ト名:器 官 と血 液判 定 シス テ ム のた め の デ ー タバ ンク。

3.法 律 的 根 拠:条 約 の第235条

1974年7月15日 付 会 議 の議 決

4.活 動 目的:移 殖 や輸 血 をす るに 当 り,器 官 や血 液 型 の適 合 性 を決 定 す るた め

の 主 要 目録 の作 成 。

5.予 測 さ れ る活 動 の総 費 用 と年 間 支 出

5.0総 費 用:1,360,500a.u・

5.1各 年 度 に おけ る支払 い金 額

197519761977

92.5001,237,500

6.資 金 調 達:将 来 の 予 算 に お い て の 準 備 金

30,500
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財 政 要 約 書

1.予 算 に 関 係 した部 署:第390条

2.プ ロジ ェク ト名=輸 出 入 品 に 関 す るデ ー タ処 理 シス テ ムtoよ び農 産 物 市場 組

織 とそ の財 務 管 理 に 関 す る情 報 デ ー タ処 理 シス テ ム

3.法 律 的 根拠:条 約 の第235条

1974年7.月15日 付 会 議 の議 決

4.活 動 目的:共 同 体 に おけ る輸 出 入 に関 す る現在 あるい は計 画 中 の デ ー タ処 理

シス テ ムの 研 究,共 同体 全体 にわ た る 互い に矛 盾 しな い 適合 性 の

あ る共 同 開発 の た め の枠 組 を決 定 す る 目的 を もった 農 産 物 市場,お

お よびそ の財 務 管 理 に 関 す るデー タ処理 システ ム の研 究 。
ノ

5.予 測 さ れ る 活動 の総 費用 と年 間 支 出

5.0総 費 用:668,000a・u・

5.1各 年 度 に おけ る支払 い金 額

197519761977

、

163,000U.A.423,500U・A・

6.資 金 調 達 将 来 の 予 算 に お い て の 準 備 金

81,500U.A.

1

2

3

4.

財 政 要 約 書

予算 に関 係 した部 署:第390条

プ ロジ ェ ク ト名:法 的 書 類 調 査 シス テ ムにお け る共 同体 の 必 要 性

法 律 的根 拠:条 約 の 第235条 一

1974年7月15日 付会 議 の議 決

活 動 目的:共 同体 の法律 に近 づ く互 い に矛 盾 の ない発 展 の た め の枠 組 を決 め

る 目的 を持 ち,共 同 体 にお い て現 存 し,ま た開 発 中 の シ ステ ム と

ユー ザ ー の要 求 に よる シス テ ム の研 究。

よ

一50一
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5.予 測 さ れ る 活 動 の 総 費 用 と 年 間 支 出

5.0総 用:437,500a.u.

5.1各 年 度 に お け る 支 払 い 金 額

19751976

111,500U.A.269,000U.A.

6.資 金 調 達:将 来 の 予 算 に お い て の 準 備 金

1977

57.000U.A.

ナ

財 政 要 約 書

1.予 算 に関 係 した部 署:第390条

2.プ ロジ ェク ト名:航 空 管 制 に 必 要 な デ ー タ処 理 シス テ ム

3.法 律 的根 拠:条 約 の第235条

1974年7月15日 付会 議 の議 決

4.活 動 目的:1980年 代 に おけ る代 替 デ ー タ処 理 シス テ ムの設 計 明細 書 を決

定 す るの に必 要 な 開発 と活 動 を確 認 す るた めの航 空 管 制 デ ー タ処

理 シ ステ ム,お よび ヨー ロ ッパに おけ る共 通 の必 要 条 件 の研 究

5.予 測 され る活 動 の 総 費 用 と年 間支 出

5.0総 費 用:923,000a.u・

5.1各 年 度 に お け る支 払 い金 額

197519761977

172、500U.A.566,500U.A・184、000U・A

6.資 金 調達:将 来 の予 算 にお い て の準備 金
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2

3

財 政 要 約 書

予 算 に 関係 した 部署:第390条

プ ロジ ェ ク ト名:コ ン ピュー タ 援用 設 計(CAD)

法律 的 根拠:条 約 の第235条

1974年7月15日 付 会 議 の議 決

4.活 動 目的:下 記 の2つ のCADシ ス テ ムの そ れぞ れ にお い て デ ー タ処 理 シス

テ ムの 現 在 の 開発 状 況 を見極 め る こ と,お よび 今 後 の 開発 状況 次

第 で あ り,設 計 明細 書 を概 括 す る こ とで あ る。

aエ レ ク ト ロニ クス に おけ る論理 回路 設 計 。

b建 設 分 野 に おけ る 諸 プ ロ ジェ ク トの管 理 。

5.予 測 さ れ る活 動 の総 費 用 と年 間 支 出

5.0総 費 用:618,500a・u・

5.1各 年 度 に おけ る支 払 い 金 額

19751976

217,000U.A。401,500U.A.

6.資 金 調 達:将 来 の 予 算 にお い ての 準備 金

▲
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